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令和 4 年度 事業の実績報告 

総括 

令和 4 年度の沖縄は、復帰 50 年を迎えた節目の年となっており、観光においても、コロ

ナの感染拡大が徐々に落ち着きをみせ、行動制限のない状況が継続した。観光需要が回復し

たことや全国旅行支援の影響で、入域観光客数は 677 万 4,600人（内、国内 657 万 4,500人、

海外 20万 100人）、対前年比 106.9%増（350万 300人増）となり、過去最高を記録した平成

30 年度に対し、67.7%水準まで回復した。特に外国人観光客においては、中国を除くアジア

近隣諸国からの航空路線での順次復便ならびにクルーズ船運航が再開されたことにより、令

和 2年度以来 3年ぶりの皆増となった。 

そのような状況において、OCVBのプラットフォーム機能を最大限発揮させるため、令和 4

年度に引き続き「沖縄ツーリズム産業団体協議会」及び「沖縄県観光協会等協議会」の運営

をとおして、複数地区における共通課題である人材確保、行政との連携、地域間連携、二次

交通に関する課題について議論を重ね、観光産業の維持、回復に向けて県や国に対する要請

や政策提言を行った。また、「おきなわ彩発見 NEXT」の事務局業務の共同企業体に参画し、

国、県および観光諸団体からの意見の集約や調整窓口、広報誘客業務等を担い、日本全国か

らの旅行需要及び旅行消費の喚起に努めた。 

また新たな事業として、沖縄観光における SDGs の取組の推進および普及・啓発を図るべ

く、県内観光関連事業者の SDGs に関する取組を取りまとめ、専用 WEB サイトを構築し、情

報発信の強化に努めた。 

 

国内観光客の誘致対策については、沖縄観光の魅力を継続的に発信するとともに、ニーズ

に応じたプロモーションやスポーツ関心層に特化したプロモーションおよび離島の情報発

信に特化したプロモーションを展開した。大きな影響を受けている観光業界を回復基調に乗

せるため、感染対策を講じた上で、誘客との両立を図りながら「防疫型観光」を実現させる

目的で、各種プロモーション時において感染対策を盛り込んだ情報発信を徹底することで感

染抑制と観光誘客の両立を図った。更に限られた入域観光客数で観光消費額を確保するため

に消費単価の向上を目指した「おきなわみらいへつなぐ旅（エシカルトラベル）・沖縄」の

イメージ浸透プロモーションを昨年度に続き展開した。また、「レンタカーだけじゃない、

おきなわ旅の楽しみ方」について発信し、人流の分散化・新たな魅力の発信を行った。 

 

海外については、日本政府が段階的に水際対策を緩和したことにより、沖縄においても 8

月 2 日ティーウェイ航空により那覇―仁川便が就航し、約 2 年 4 ヶ月ぶりに国際線が再開

したが、日韓両国におけるコロナ拡大の影響により 8 月 16 日以降再び運休となった。その

後 10月 16日に那覇―台北（タイガーエア台湾）、那覇―香港（香港エクスプレス航空）2路

線が復便したのを皮切りに、最終的には仁川含む 3路線に 12社が復便・新規就航した。 

国際線再開後は、航空路線の安定運航を目的に、航空会社・旅行会社と連携したタイアッ

ププロモーションを展開し、市場に沖縄旅行情報を露出拡散し、需要喚起に努めた。 

各市場について、海外現地で開催される旅行博等に積極的に出展し、訪沖需要喚起・維持、
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商品造成、販売促進を図った。また各市場共通して渡航再開後優先的に沖縄を選択する可能

性が高い層として「訪沖・訪日リピーター層」を主なターゲットに、WEB・SNS 等情報発信を

集中し行った。 

 

クルーズについては、「質の高いクルーズ観光」推進のため、国内外クルーズ船社等のキ

ーパーソンやメディアの招聘、船社等へのセールス活動等を継続的に展開する一方、安

全・安心なクルーズの再開を目指し、県内各港湾及び地域との連携を強化し、持続可能な

受入環境の整備に向けて取り組んだ。 

邦船については、令和 4 年 6 月ぱしふぃっくびいなすの寄港により 2 年 4 ヶ月ぶりにク

ルーズ船受入が再開された。国際クルーズは令和 5年 3月 8日ウェステルダム（外国船）の

寄港で再開、3月末までに 8 隻・9本の寄港があったが、特に県と OCVBで数年に渡って誘致

に取り組んで来たポナン社の沖縄エクスペディション（小型ラグジュアリー船で小規模離島

を周遊）の運航が実現し、新たな沖縄クルーズの本格再開に向け、大きな一歩となった。 

 

令和 4年度の MICE誘致については、引き続きコロナの拡大が日本及び世界各地で増減を

繰り返したが、重症化するケースも減少し、またコロナの影響で開催できなかった反動も

あり、まずは日本国内において MICE、特にインセンティブ旅行案件に関する問い合わせ及

び開催件数が大幅に増え、「開催支援」対応件数は前年比 5～6倍となった。また、対海外

市場においても、韓国、台湾などからのインセンティブ案件も再開された。 

こうした状況の中、誘致活動においては、各種商談会（オンライン含む）への参加のほ

か、県外での「セミナー商談会」や「沖縄 MICEプロジェクト（旅行会社沖縄招聘ツアー・

商談会）」、キーパーソン招聘などは、3年ぶりのリアル開催が実現でき、最新の沖縄 MICE

コンテンツ及び持続可能な MICE開催を促すよう工夫した。 

「受入体制整備」については、本県における MICE振興のための産学官連携組織「沖縄 MICE

ネットワーク」の運営や、MICE 人材育成研修の実施、専門アドバイザー派遣などの取り組み

を通じて、県内 MICE関連事業者の課題解決や事業者間連携を図り、受入体制を強化した。 

 

教育旅行については、コロナの感染拡大による措置期間の影響で中止又は近場への方面変

更等により大きく減少を余儀なくされた。通常の学校フォローの他に、安全・安心な沖縄の

医療・受入体制の周知を図るため、県内事業者の感染症対策一覧表を作成するとともに、実

施を検討している学校に対し、現地の視察旅費を一部負担し、学校関係者自身の目で感染症

対策を確認していただいた。また、学校や旅行社に対しオンライン勉強会を行うなど、沖縄

修学旅行の実施促進を図った。 

 

観光危機管理については、令和 4 年 3 月に改定された「第２次沖縄県観光危機管理計画」

の周知や市町村向け観光危機管理計画の策定支援を行った。また、観光危機管理体制運用図

上訓練では、地震・津波の状況を想定し、各フェーズ（初動・帰宅支援・復興）を想定した

訓練を行った。また、災害発生時の情報収集・発信の重要性を踏まえ、通信手段を確保でき
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るノベルティを制作・配付し、安全・安心に係る周知啓発に努めた。 

 

広域連携 DMOについては、観光地域づくりのための「地域連携」を柱とし、地域の稼ぐ力

の向上や沖縄観光の課題解決に向けた取り組みを行った。新たな沖縄観光サービス創出支援

事業（内閣府）では、コロナの感染拡大防止と観光促進の両立を図り、沖縄の自然・歴史・

文化等を活かし、かつ新たな観光サービスとしてワーケーションや人・自然をコンテンツと

した魅力的で高い付加価値を持つ観光サービスの開発を支援した。特に観光関連業界及び

「産・学・官・金」と連携のもと、OCVBが運営を担う「沖縄リゾートワーケーション推進協

議会」においては、県内におけるワーケーションに関する意見を集約し、ツーリズム EXPO

ジャパン及びリゾテックなどへの出展や WEBサイト等を通し、新たな滞在スタイルの提案を

発信することで、多様な産業・地域への波及へと繋がる取組みを推進した。 

また、観光地域マーケティング機能の強化に向けた取り組みの一つとして、沖縄県を訪れ

た来訪者の動態及び潜在的なニーズの調査・分析を行った。 

 

OCVB における広報については、賛助会員サービスの一環として「OCVB News」の WEB配信

を行い、入域観光客数の見通しや入域実績、国内外市場の動向分析や OCVB 事業等を紹介し

た。また OCVB 公式サイトにおいて組織情報、年間スケジュール、公募情報、活動報告を展

開し、OCVB実施事業の透明化を図った。また、県内外・海外での観光催事や公式行事等にお

いて、本県の観光、物産等の PR・イメージアップを図るべく、沖縄観光親善大使「ミス沖

縄」を派遣し、県内外に様々な沖縄観光の魅力を伝え、沖縄に対する興味関心を維持するこ

とに努めた。令和 5年度は、観光情報発信の手法等について再考する時期にきたと考え、沖

縄観光親善大使事業を一度休止する。 

 

自主事業については、ブセナ海中公園において個人客の獲得を強化するべく、外部連携や

WEB サイト等を活用した情報発信などの強化やサンゴの植え付けやタマンの放流等 SDGs を

意識した活動に力を入れた。コロナと軽石の影響があったものの需要の回復などにより、海

中展望塔、グラスボートの売上が大きく増加し、令和 3 年度と比較して増収増益となった。 

旧海軍司令部壕おいては、遺留品特別展の開催、展示資料の更新やモールス信号の音源再

生など体験型プログラムを導入し新たな需要の促進を図った。特に教育旅行についてはオン

ライン講話や平和ガイドの実施、誘致案内資料の発信など継続的な取り組みが奏功し、前年

を上回る 322校/25,456人が来館し売り上げに大きく貢献することが出来た。 

ちゅらチャリにおいては、サイクルツーリズムの促進について一定程度の役割を図れたこ

とから、事業撤退を決定した。 

 

組織運営については、慢性的な赤字体質を解消するべく「経営戦略プロジェクトチーム」

を立ち上げ、部署横断的にプロジェクトを組み、収益部門の収入で公益部門の赤字を支えて

いた従来の収益構造の見直しや OCVB のあり方やあるべき姿について議論を重ねる等、経営

健全化を図るための取組を行った。 
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令和４年度 各事業一覧 

１．  国内需要安定化事業 

２．  観光誘致対策事業 

３.   教育旅行推進強化事業 

４．  離島観光活性化促進事業 

５．  スポーツ観光戦略的誘客促進事業 

６．  沖縄観光グローバル事業 

７.   戦略的クルーズ観光推進事業 

８．  戦略的ＭＩＣＥ誘致促進事業 

９．  観光誘致対策事業（ＭＩＣＥ推進課） 

１０．フィルムツーリズム推進事業 

１１．安全な沖縄観光地づくり事業 

１２．観光危機管理体制構築支援事業 

１３．階層別観光人材育成事業（JV事業） 

１４. 観光人材確保促進事業 

１５. おきなわ彩発見 NEXT 事業（令和４年度実施分） 

１６. FIBA バスケットボールワールドカップ開催に向けた機運醸成 

１７．東京事務所運営事業 

１８．観光情報センター事業 

１９．観光振興事業（日本観光振興協会出捐金） 

２０．令和 3年度 新たな沖縄観光サービス創出支援事業（事業繰越） 

２１．令和 4年度 新たな沖縄観光サービス創出支援事業 

２２．沖縄観光親善大使事業 

２３．観光行催事業（沖縄観光新春のつどい） 

２４．沖縄県観光協会等協議会運営事業 

２５．SDGsの普及啓発事業 

２６．沖縄リゾートワーケーション推進事業 

２７．ブセナ海中公園事業所運営事業 

２８．旧海軍司令部壕事業所運営事業 / ２９．海軍壕公園（指定管理） 

３０．ちゅらチャリ運営事業 
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令和 4 年度 個別事業内容は次のとおり 

 

１．国内需要安定化事業 

長引く新型コロナの影響により大きな打撃を受けている沖縄観光の本格的な復活を目

指し、感染を抑えつつ現状のニーズや新たな沖縄観光の魅力を訴求する情報発信を行い、

沖縄観光の基盤である国内からの誘客を強化することで需要の回復を図った。また、今年

度は沖縄の本土復帰 50 周年の節目となり、国内外での沖縄に関する注目度が上がったこ

とや、物産・農林・芸能・工芸等といった分野でも多様な取り組みが行われたことから、

横断的な連携や外部イベント・メディアを活用した費用対効果の高いプロモーションを意

識し、沖縄観光がもつ本質的な価値（歴史・文化・自然等）の訴求と、安定的な航空便の

運航及び提供座席確保の維持に向け市場の需要喚起を行うとともに、入域客数の増加と消

費単価向上を狙い、事業実施における今年度の基本方針を以下のとおりとした。 

 

令和 4年度の基本方針 

１．沖縄観光の回復に向けた誘客プロモーション ＜量の回復＞ 

２．復帰 50周年関連のトピックを活用した幅広い業界との横断的な連携  

 ＜量の回復・質の向上＞ 

３．沖縄観光の高質化につながる持続可能な観光地の形成 

 （SDGsの達成を視野に入れた観光地づくり）＜量の回復・質の向上＞ 

 

上記の基本方針を踏まえ、プロモーション戦略として１～３を指標に据え、各種事業展

開を行った。 

 

基本方針に沿ったアクションプラン 

１．沖縄観光の回復に向けた誘客プロモーション ＜量の回復＞ 

沖縄を想起させるための広告やマスメディアを活用した広報展開、航空会社等との共同

プロモーション等、引き続き沖縄の魅力を発信しながら即効性のある旅行促進とイメージ

訴求を図っていくとともに、二次交通課題への対応や沖縄への関心、維持につながる継続

的なプロモーション等を実施する。 

 

２．復帰 50周年関連のトピックを活用した幅広い業界との横断的な連携 

  ＜量の回復・質の向上＞ 

復帰 50 周年の節目ということで歴史や文化、芸能、食、自然等様々な分野で展開され

るイベントや取り組み等と連携し、改めて沖縄独自の魅力を様々な切り口からフォーカス

し、沖縄に対する関心を高めつつ新たな需要や体験等を掘り起こしていくことで付加価値

を高めていく。 
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３．沖縄観光の高質化につながる持続可能な観光地の形成 

（SDGsの達成を視野に入れた観光地づくり）＜量の回復・質の向上＞ 

エシカルトラベルのイメージ浸透・推進を発展させ、SDGsに取り組んでいる事業者やモ

デルコースの紹介等情報の拡充を図るとともに、世界自然遺産に登録されたやんばる・西

表を保全しながらその魅力を楽しむ「レスポンシブツーリズム」の推進も併せて行ってい

くなど、高付加価値・循環型経済を目指しながら消費額の向上につなげていく。 

 

プロモーション展開としては沖縄観光ブランド「Be.Okinawa」のコンセプトを基本に、

航空会社・旅行会社・各地方空港利用促進団体や自治体・メディア・イベント関連企業等

と連携し、各地域のニーズ及び市場の状況に即した弾力的なプロモーションを展開するこ

とで「安全安心な旅先・沖縄」としてのイメージ浸透と旅行需要の喚起を図り、消費額向

上を実現するための付加価値の創造を念頭に置いた施策を実施した。 

具体的な実施内容は以下のとおりである。 

 

（１）エリア別路線強化 

航空路線直行便で沖縄と結ばれている国内各都市を中心に、航空会社・旅行会社・各

地方空港や空港利用促進団体・メディア・イベント関連企業等と連携し、就航先のニー

ズ及び市場の状況に即したプロモーションを展開することで、安心して訪れることがで

きる観光リゾート地としてのブランディングと旅行需要の喚起を図るため、下記の事業

を行った。 

 

ア．メディアプロモーション 

本業務では、地域ごとに最も即効性かつ浸透性のあるメディアを活用した広報宣伝

を展開し、旅行需要の喚起促進と安全安心な旅先・沖縄のイメージ浸透を図った。プ

ロモーションの範囲に応じた各社からの提案をもとに、ディレクションを行い、テレ

ビ・新聞・雑誌・WEB・SNS等各種メディアなどによる展開を実施し、誘客訴求効果を

高めるとともに、観光情報 WEBサイト「おきなわ物語」を積極的に活用した複合的広

報事業を展開し、デジタルマーケティングの強化も意識した誘客プロモーションを展

開した。 

 

（ア）デジタル広告プロモーション 

「おきなわ物語」の新規ユーザーの獲得及びおきなわ物語内にある沖縄観光に

関する記事コンテンツの閲覧数の向上と沖縄観光の理解促進を中心とした下記３

つを目的に、動画広告、ディスプレイ・リスティング広告、SNS広告の配信を行っ

た。 

・旅行先としてのブランド想起のための認知度向上 

・沖縄観光への理解促進 

・継続的コミュニケーション関係の構築と情報拡散 
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（イ）メディアを活用したエシカルトラベルプロモーション 

近年、世界的な潮流・国の施策等により、SDGs や ESG の観点を踏 まえた企

業・地域・個人の取り組みが注目されていることに加え、沖縄県は SDGs 未来都市

へ選定されているため、付加価値の向上・持続可能な観光へと繋げていくことを

目的として、昨年度に引き続き、「人や社会・環境などに優しい観光（以下、エシ

カルトラベルという）先進地・沖縄」のイメージ浸透を図るためのプロモーショ

ンを実施した。今年度はエシカルな旅に活用できる情報発信の強化を図り、満足

度向上と持続可能な観光の推進へと繋げていくことを意識して実施した。 

 

（ウ）二次交通課題解決プロモーション 

沖縄旅行時の移動手段はレンタカーが必須というイメージが定着しているこ

とに加え、新型コロナによるレンタカー不足や近年の運転免許取得率の低下、返

納者の増加など沖縄観光の課題の一つである二次交通の課題に対し、プロモーシ

ョンの側面から課題解決に向けた施策を展開した。車を運転せずとも観光を楽し

むことが出来る交通環境が整っていることを発信し、新たな旅行の楽しみ方や新

たな魅力の発見に繋げ、SDGsへの貢献、周遊促進、観光コンテンツの高付加価値

化、滞在日数の長期化を図った。 

 

ア．タイアッププロモーション 

沖縄に就航する航空会社や、それにより結ばれている空港、旅行会社等と連携し、

共同プロモーションを展開することで、費用対効果の向上を狙った。 

 

（ア）航空会社連携プロモーション 

航空会社のブランド力を活用し、就航都市地域において、沖縄旅行の需要喚起

及び新しい沖縄旅行のスタイルを訴求するプロモーションを展開することで沖縄

への更なる誘客促進を図るため、各航空会社とのタイアップを行った。昨年度、

新型コロナの影響で航空便利用者が大幅に減り、それに伴う減便等が相次いだ状

況から今年度は国内航空路線も徐々に回復傾向となった。プロモーションでは、

各社の有する顧客情報・ネットワーク、情報発信プラットフォーム等と連動させ

たコミュニケーションを顧客と図ることで需要を喚起した。また、特集ランディ

ングページの作成やデジタルプロモーションを中心とした施策を展開する中、目

標値を超える閲覧数の獲得や各広告配信等の流入から沖縄路線の予約数にも一定

以上つながった展開を実施することができた。そのほか、各航空会社のブランド

と沖縄の特色を生かした訴求内容に合わせて、エシカルトラベルや世界自然遺産、

公共交通を利用した旅の発信ができたことで他事業とも相乗効果の高い展開が実

施できた。 
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（イ）空港連携プロモーション 

沖縄への就航便を有する空港と連携し、沖縄路線の搭乗率向上、供 給量の安定

化ならびに拡大を目的に、沖縄観光共同プロモーションを行った。共同プロモー

ションに積極的な自治体や空港と連携することで需要の掘り起こしを図り、今後

の相互送客に繋げていくための関係性構築を図った。 

 

（ウ）旅行会社連携プロモーション 

旅行会社のネットワークを活用し、旅行需要の回復時に競合地域との差別化を

図り需要を取り込むため、旅行会社と連携したプロモーションを行った。具体的

には、日本旅行業協会（JATA）が開催する JATA 会員旅行会社向けオンラインセミ

ナーを年度内に 2 回活用し、最新の沖縄情報や注目トピック、新たに県内で開発、

検討された観光コンテンツなど、総合的な情報発信を行い、沖縄旅行商品の造成

促進や送客強化を狙った。 

 

ウ．招聘事業 

メディア等を招聘し、各媒体のターゲット層に沿ったテーマで沖縄情報を取材して

もらい、情報発信や拡散をすることで、入域観光客の増加及び消費単価の向上、宿泊

日数の延伸を図った。今年度は「地域の資源を活かし、利益に繋がる着地型観光」の

テーマに沿った、①付加価値の高いコンテンツやプラン②SDGｓ達成に繋がる過ごし

方③滞在日数の延伸のいずれかに該当する体験メニューを観光協会等から提案して

もらい、その中から各媒体に合った体験メニューを招聘者に取材してもらった。 

TV、冊子、WEB媒体など、メディアをバランスよく選定し、地方～全国に向けて発

信することができた。「BSフジ（NEXTEP）」にて放送した「この歴史おいくら」では、

放送前月に横浜市にて開催されたイベント「お城エキスポ」でも発信するなど事業間

で連携して相乗効果を図ることができた。また、「ストライクゾーン」にて作成した

「沖縄の路線バス おでかけガイドブック」では発行後に、京都新聞や中国新聞など

各地方紙にも取り上げられ、パブリシティも獲得できたほか、県内書店でも好調な売

り上げにつながるなど、多方面の波及効果につながった。 

 

   令和 4年度招聘媒体：テレビ 3件、雑誌 2件、WEBメディア 2件 合計 7件 

 

エ．県外イベントプロモーション 

全国で開催される旅行関連・物産関連のイベントやその他新規市場の開拓 へのア

プローチが期待できる様々なイベントに出展し、イベント来場者や旅行検討者に対し

て、リアルコミュニケーションを通したプロモーションを実施し、各路線の搭乗率の

向上、またそれらを促す観光需要の掘り起しを目指した。今年度、第一四半期（４月

～６月）は各県外イベントも新型コロナウイルスの影響により、開催が不安定な状態

であったが、結果として、全国各地１８の催事を活用したプロモーションを実施する
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ことができた。また、出展の際は、観光ブースのみのアプローチだけでなく、ステー

ジの活用や付随するメディア媒体の活用を積極的に行い、多角的なプロモーション展

開を実施したほか、イベント前後にメディアキャラバンを実施し観光訴求のパブリシ

ティの獲得と集客効果を拡大し、効果的なアプローチ展開で実施することができた。 

【出展イベント数】18件 

 

（２）奄美・沖縄世界自然遺産プロモーション 

鹿児島県と沖縄県が連携し「奄美×沖縄」世界自然遺産登録地としての観光プロモー

ションを実施した。自然資源の保全と持続的利用を考慮しつつ、鹿児島県・沖縄県両県

の連携を促進することによって、域外からの観光客の誘致につなげ、両地域の観光振興

を促進する「奄美×沖縄」観光・交流連携体制構築事業を展開した。「世界から選ばれ

る持続可能な観光地」形成を視野にメディアでの情報発信、イベントの実施及び旅行商

品造成等を通して、世界自然遺産の魅力発信・理解促進と付加価値向上に繋げる他、関

連情報のワンストッププラットフォームとなりうる WEB サイトのコンテンツ拡充、機

能強化を図った。鹿児島県との事業連絡会は合計３回実施し、うち 12月に実施した第

二回の連絡会は書面報告のみで実施した。また、今年度は第１回目、最終回はリアル開

催で実施したほか、連絡会の開催前後に現地の視察や関係者ヒアリングを行い、現地の

意向や方向性を確認したうえで事業への反映や今後の事業計画への落とし込みを行っ

た。 

WEBサイトの展開で作成したモデルコースは合計 4コース造成した。成果としてはい

ずれの滞在時間も 1分を超えており「自分にイイコト・地球にイイコト Bコース」に

ついては平均 2分 41秒となった。キャンペーン実施時の導線でみた場合、モデルコー

スは最終に表示されるページのため一般的には滞在時間が短くなる傾向があるなかで、

ここまで長い滞在時間となった背景には、サイト来訪者がモデルコースを詳細まで読

み込んでいる状況がうかがえる。また、今回作成した「旅行プラン診断」はキャンペー

ン期間中、ページの直帰率が約 28%、離脱率は約 10%となっており、サイト来訪者はほ

ぼ利用しているため、コンテンツとしては成功していると考える。SNSキャンペーンは

開始前後でフォロワー数は 100以上増えたもの、参加条件をクリアした応募者が 49と

なり、プレゼント数 100 に対して未達となった。ツーリズム EXPOでは、10 件の商談を

実施し、一般日には、モデルコースを活用したアンケートを２日間合計で目標 1,000人

に対し、1,167人取得し、施策を通した認知向上と理解促進につなげた。 

 

（３）Ｗｅｂ更新・強化事業 

国内向け観光情報 WEB サイト「おきなわ物語」を活用したデジタルプロモーション

として、旬のトピックを活用した情報発信や、観光課題の解決に繋がる情報発信を行

った。 

2022年 4月よりスタートした沖縄のやんばる地域を舞台にした NHK連続テレビ小説

「ちむどんどん」の放送に合わせて、特集ページを制作し、ドラマの舞台地としての
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沖縄の魅力と、ドラマに関連した沖縄情報の発信をすることで、本県への観光誘致、

周遊促進、県産品の消費拡大に繋がる情報発信を行った。7月からはクックパッド社と

連携しレシピコンテストを実施、食の側面からも PRを強化し他社を巻き込んだプロモ

ーションにより情報露出量の最大化を図った。 

コロナ禍における観光地の情報発信施策として、旅行者に向けて安全・安心な観光

地であることを発信するため、新型コロナ対策サイトにて、沖縄県が沖縄を訪れる旅

行者に対して求めている情報など、観光客向けに特化した新型コロナ関連情報を発信

した。10月の全国旅行支援開始（10/11）以降は下降傾向となったものの、2022年 4月

～2023年 3月までの総アクセス数は 463,952PV となった。 

新型コロナの影響による車両不足、人手不足により、レンタカーの供給がひっ迫し

ていたことによるレンタカー不足が課題となっていたことから、R3 年 10 月より公開

している「レンタカーだけじゃない沖縄旅」ページをリニューアルし、「レンタカーを

使用しなくても楽しめる沖縄旅行」のモデルコースや宿泊プラン等の紹介ページ作成

やデジタル広告を配信し、観光地の受入課題解決につながるデジタルならではの即時

性と弾力性を生かしたプロモーションを行った。また、本取り組みの一環で、OTA と

連携して造成した「宿泊プラン」は、R4 年 4 月 20 日～R5 年 2 月末時点で総流通額 5

億 6000万となり、沖縄旅行を検討している旅行者に対し「レンタカーが無くても楽し

める」情報発信に繋がる大きな成果に繋げることができた。 

 

２．観光誘致対策事業 

令和 3 年度に引き続きコロナ感染拡大の影響を受けた沖縄旅行需要の早期回復を図るた

め、感染拡大を押さえつつ with コロナ時代のニーズに沿った防疫型観光の推進を根幹とし

てプロモーション展開を行った。新型コロナの影響で引き続き渡航・移動の自粛や制限が断

続的に敷かれることが想定され、コロナ前の水準まで沖縄への入域観光客数を回復させるに

はある程度の時間を要することが予測されることから、まずは安全安心な旅先・沖縄のイメ

ージ浸透に優先的に取り組んだ。 

一方で、令和 4 年 10 月に日本の水際対策が一部緩和されたことに伴い、インバウンド需

要を取り込めるよう東京都と連携した周遊促進のためのプロモーションや、クルーズカンフ

ァレンスの開催に加え、海外向け観光情報サイトを活用したデジタルプロモーションの実施

など、市場の需要回復期に即時に誘客に動けるような体制作りを意識した戦略展開を進めた。 

 

（１）誘客プロモーション対策事業 

ア．テーマ別誘客プロモーション事業 

    ＜国内誘客プロモーションの展開＞ 

（ア）NHK連続テレビ小説「ちむどんどん」小道具の展示 

NHK連続テレビ小説「ちむどんどん」撮影時（沖縄ロケ・NHKスタジオ収録）に

使用した小道具等を NHK 放送センター（渋谷区）からやんばるチームどんどん協

議会事務局（名護市）まで輸送、到着後には、主催 3 者連携のもと、観光客も多
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く集まる「道の駅許田（名護市）」および「本部町産業支援センター(あじまぁ)」

にて、小道具を活用した展示を行い、当時の雰囲気を味わえるドラマの世界観を

再現し、多くの来場者を集めることができた。 

期 間：令和 5 年 2月 18日（土）～27日（月） 

       令和 5 年 3月 27日（月）～4月 9日（日） 

実 績：道の駅許田 道路情報ターミナル 来場者数 3,937 名 

本部町産業支援センター(あじまぁ) 来場者数 493名 

 

      ＜海外誘客プロモーションの展開＞ 

（ア） 東京・沖縄の連携プロモーション事業 

TCVB(公益財団法人東京観光財団)と OCVB で事業費を分担し、東京・沖縄の周遊

旅行をイメージさせる共同宣伝ツール制作及び純広告発信、国内ランドオペレー

ターが持つ現地旅行会社とのネットワーク活用した東京・沖縄に関する情報配信

を実施し、カナダ市場を対象に新たな訪日旅行スタイルの定着化・情報発信を図

った。 

期 間：令和 4年 6月 30日～令和 5年 3月 13日 

実 績：下記参照 

 

[共同広告] 

東京と沖縄へ就航している航空会社（エアカナダ・ANA）と連携し、純広告にて

制作した動画コンテンツに連動した内容の記事広告を、カナダを代表する大手メ

ディアである（CanadianTraveller,Profession Voyage,Canoe）の 3 媒体にて配信

し、東京と沖縄の魅力をプロモーションした。 

媒体名 広告表示回数 媒体接触者数 記事 PV数 

Canadian Traveller 90,616 14,644 2,118 

Profession Voyage 295,933 54,770 4,816 

Canoe 1,532,250 106,811 9,258 

合計 1,918,799 176,224 16,192 

 

[純広告] 

カナダ市場を対象に、Google広告、ADARA 広告、Facebook広告において、東京

と沖縄の旅行の魅力を発信した。また、周遊の旅の魅力を発信するために、沖縄

と東京のコントラストを魅力とし、体験型に重心を置いた付加価値の高い観光 PR

動画を作成した。 

ｲﾝﾌﾟﾚｯｼｮﾝ数 媒体接触者数 動画視聴数 広告クリック数 

4,166,770 1,642,345 202,356 56,971 
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（イ） オーストラリア旅行会社を対象としたファムツアーの実施 

沖縄旅行商品の造成を目的として、ANA と連携しオーストラリアで訪日商品を

扱う旅行会社職員 4 名と、沖縄観光レップ 1 名を招聘し、沖縄本島および八重山

諸島を中心としたファムツアーを実施した。あわせて、被招聘者と県内事業者と

の連携を深めるために、首里天楼にて意見交換会を実施した。 

コロナ後初のファムツアーを通して、沖縄の魅力を改めて伝えるととも に、

在オーストラリア事業者と県内事業者が直接交流する機会を設けることで、沖縄

県内の受け入れ体制の強化を図った。 

期 間：令和 4 年 10月 17日（月）～10 月 22日（土） 

行 程：1日目 那覇空港着、首里城ツアー、意見交換会 

2日目 空手会館見学、平和通り散策、沖縄料理体験 

3日目 藍染め体験、ホテルインスペクション 

4日目 金武鍾乳洞見学、ホテルインスペクション 

5日目 石垣焼体験、川平湾グラスボート、水牛体験 

6日目 竹富島集落散策、石垣市内散策、石垣発 

 

イ．路線別誘客プロモーション事業 

＜国内誘客プロモーションの展開＞ 

（ア） 福島県チャーター便就航に伴う歓迎式の実施 

沖縄の本土復帰 50周年記念として首里城などの歴史や、世界遺産の本島北部を

巡るプランなど 2003 年に締結した「うつくしま・ちゅらしま交流宣言」をもとに、

福島県民に沖縄を満喫頂くことを目的にチャーター便が就航され、沖縄県として

チャーター便就航に対し感謝の意を伝えるとともに、今後の来沖促進に繋げるた

め、初便搭乗者に対し空港歓迎式を実施した。 

対象搭乗便：令和 4年 5月 9日（月）ANA2021 便 

福島空港発 14：30 那覇空港着 17：25 

乗客数：135人（全 146席） 

 

（イ） 沖縄-長野チャーター便運航に伴う沖縄観光プロモーションの実施 

沖縄県と長野県両県の観光による交流促進を目的に、那覇空港と信州まつもと

空港を結ぶチャーター便の運航にあわせて、長野県内において沖縄観光プロモー

ションを実施した。期間中に長野県内にて開催した沖縄修学旅行相談会 in長野で

は、長野県内の修学旅行関係者に向けて、トップセールス団長である OCVB会長よ

り日頃の送客に対する感謝と更なる送客に対する期待をお伝えするとともに、ミ

ス沖縄からは沖縄修学旅行の魅力をお伝えし、更なる修学旅行による誘客強化を

図った。 

 

 



１３ 

[沖縄観光プロモーション] 

期 間：令和 4 年 11月 6日（日）～9日（水） 

訪問先：長野県、（一社）長野県観光機構、（一社）長野・沖縄交流促進機構、 

（株）日本旅行長野支店、（株）JTB長野支店、（株） 

東部トップツアーズ長野支店など 

 

[沖縄修学旅行相談会] 

日 時：令和 4 年 11月 8日（火） 

場 所：JA長野県ビル 12階会議室 

参加者：25名（学校 7校 8名、旅行社 9 社 15名、その他 2団体 2 名） 

 

＜海外誘客プロモーションの展開＞ 

（ア） オーストラリアにおける日本展示会への留学生の派遣 

オーストラリアのシドニーで開催された一般客向けの日本展示会「Japan Expo」

と、沖縄イベント「Okinawa Festival」出展にあたり、久米島町と包括連携をし

ている玉川大学観光学部からオーストラリアに留学中の学生 2 名をインターンシ

ップとして派遣した。 

当時は日本の水際対策が厳しく、OCVB 職員の海外出張がかなわなかったため、 

海外におけるイベントはすべて委託駐在員（観光レップ）に任せていた。そのよ

うな中、現地に住む日本人留学生と連携し、沖縄観光に関する事前レクチャーを

はじめ、イベント派遣、フィードバックを通してブースの人手不足を補うととも

に観光人材の育成を図ることができた。 

日 時：令和 4年 9月 3日（土） 

場 所：オーストラリア シドニー大学 

来場者数：約 5,000 人（会場全体） 

 

（イ） ロンドン沖縄三線会主催「OKINAWA DAY」への出展 

Okinawa Day は沖縄県人会を中心に 1999 年に結成した「ロンドン沖縄三線会」

が、イギリスのロンドンで毎年開催している沖縄 PRイベントで、コロナの影響で

3年ぶり 12回目の開催で約 6,000名が来場した。マーケット内にある特設ステー

ジでは沖縄音楽演奏、琉球舞踊、エイサー舞踊、沖縄空手等が披露され、他には

ワークショップや沖縄の伝統工芸品の販売など 10 ブースが出展された。OCVB は

観光レップを通して沖縄観光案内ブースを設置し、一般参加者に対し沖縄の観光

情報を提供し、旅行意欲促進を図った。 

日 時：令和 4年 9月 24日（土） 

場 所：イギリス ロンドン市内 

来場者数：約 6,000 人（会場全体） 
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ウ．沖縄ナイト事業 

＜国内ナイト＞ 

沖縄振興へ多大な貢献をしてきた関係者および団体に対し、感謝の意を表するとと

もに、沖縄観光の方針ならびに新たな取り組み等の発信、情報の共有を図る場を設け

ることにより、関係者の沖縄振興に対する理解を深め、更なる協力への意識醸成に繋

げることを目的に、大阪、東京で実施した。本催事の実施を通し、観光関係者間の交

流・連携を更に深めることで今後の沖縄観光の発展・振興を推進するきっかけづくり

の場として多くの参加者に活用された。 

大阪会場では、Peach Aviation の代表取締役や県人会からの来賓挨拶、東京会場で

は、内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方対策担当）や全日空空輸及び日本航空の代表

取締役からの来賓挨拶を頂戴し、両会場共通して、令和 5年のトピックとして「FIBA

バスケットワールドカップ 2023」の紹介等を行った。また、会場内には PRブースを

設け、提供された食材等（ビール、泡盛、県産青果）の協賛事業者を中心に出展し、

沖縄観光案内と併せて県産品の PRも行った。 

運営面では、VIP 導線の事前確保や状況の共有を行い、大きなトラブルもなく、招

待者も安全に催事に参加することができた。コロナ対策も会場側と調整のうえ、各自

治体や施設のガイドラインを遵守したうえで実施し、その後の感染等の問題の報告は

なかった。 

 

[沖縄観光感謝の集い 2023 in大阪] 

日時：令和 5年 1月 25日（水）18:00～19:30（17:00受付開始／17:30 開場 

場所：リーガロイヤルホテル大阪 タワーウイング 3F「光琳」 

参加者：330名（県内参加事業者含む） 

  

[沖縄観光感謝の集い 2023 in東京] 

日時：令和 5年 1月 26日（木）18:00～19:30（17:00受付開始／17:30 開場 

場所：セルリアンタワー東急ホテル 地下 2 階「ボールルーム」 

参加者：650人（県内参加事業者含む） 

 

[参加者内訳] 

国関係者：大臣・国会議員、国機関関係者、歴代沖縄担当大臣、 

沖縄選出国会議員、衆参沖特委員等 

各種団体：日本政府観光局、日本観光振興協会、日本旅行業協会、 

日本修学旅行協会、全国修学旅行研究協会、 

観光関連団体・協会、MICE関連団体、商工・農林水産関連団体 

民間企業：航空会社、旅行会社、マスコミ各社、MICE関連企業、 

フィルムオフィス等支援機関、物産関係、農林水産関係 

県人関係諸団体：県人会、美ら島沖縄大使等 
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＜海外トップセールス＞ 

令和 2年 3月以降、新型コロナウイルス感染症の影響で、台湾と沖縄での 相互の

人の往来が困難な状況となっていたが、令和 4年 10月に日台の渡航制限が緩和され、

台北－那覇路線が再開した。沖縄県/OCVB として、早期に訪台し、航空路線再開の歓

迎の意を示すとともに、台湾との交流促進に向けウィズコロナ、アフターコロナにお

ける観光誘客（物産販路拡大、企業誘致、各種交流）の促進を目的としたトップセー

ルスを実施した。 

期 間：令和 5年 1 月 16日（月）～18日（水） 

出張者：沖縄県…照屋副知事、文化観光スポーツ部宮城部長 

OCVB…下地会長 

NABCO…平敷専務取締役 

沖縄県台北事務所…上江洲所長、江副所長、頼氏（通訳） 

訪問先：チャイナエアライン、湾観光協会、在台湾沖縄県人会、エバー航空 

タイガーエアー台湾、台北市観光情報局、スターラックス航空 

日本台湾交流協会、中華民国交通部観光局 

 

エ．メディアミックス事業 

影響力があり効果的かつ浸透性のあるマスメディアを活用した広報宣伝を行うこ

とで、本県観光リゾートのイメージアップと旅行需要の喚起促進を図った。 

昨年に引き続き NHK 九州・沖縄で放送されている「はっけんテレビ」において、テ

レビまたは電話出演で沖縄の旬の観光情報等を紹介した。 

＜NHK福岡放送局テレビ番組 はっけんテレビ 実施概要＞ 

番組名 地域情報番組「はっけん TV（テレビ）」（NHK総合テレビ） 

（「教えて！ふるさと自慢」コーナー内、生放送） 

放送時間 （九州・沖縄）午前 11：30 頃～11：45 

出演コーナーは午前 11：35～、約 10分ほど 

放送エリア 九州・沖縄エリア 

 

＜放送内容（テーマ）＞  

5月  沖縄伝統の染め物「琉球びんがた」 

6月  やんばるチームどんどん！ 

7月  ミス沖縄おススメ！夏の沖縄を楽しもう！ 

8月  青年たちが守り継ぐ“ふるさとエイサー祭り” 

9月  沖縄でキャンプを楽しもう！ 

10月  放送なし（国会中継のため） 

11月  沖縄の食に欠かせないお酒“琉球泡盛” 

12月  沖縄戦を今に伝える“旧海軍司令部壕 
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1月  ポタリング？のんびり沖縄を走ろう！ 

2月  ブセナ海中公園で海中散歩！ 

3月  沖縄の心を奏でる“三線” 

 

オ．観光宣伝物作成事業 

本県観光（離島地域含む）の魅力を紹介・宣伝する各種印刷物や沖縄らしさを想起

させるノベルティ等を作成し、旅行会社をはじめ、旅行者への提供、県外における各

種誘客イベント事業等において活用し、旅行需要の拡大を図った。 

（ア）各種製作物 

        ① ノベルティ購入・製作等 

国内向け：やちむんジョッキ・湯呑み、ランチトートバッグ、電子メモ 

パッド、ハンドタオル・てぬぐい、うめーし(お箸) 

 ② パンフレット等増刷 

       国内向け：本島周辺 15離島総合ガイド「島旅日和」、沖縄離島アクセス 

マップ 

海外向け：OKINAWA GUIDE MAP（英語版）の増刷 

 

（２）観光客誘致基盤強化事業 

ア．クルーズ船誘客促進事業 

（ア） 沖縄クルーズカンファレンス 2022の開催 

令和 4年 11月 15日、クルーズ・港湾関係業界団体によるガイドラインが策定・

公表された。国際クルーズの本格再開に向け、過去最多の寄港回数を記録した沖

縄でカンファレンスを開催し、沖縄に関係者を集結させ、「世界におけるクルーズ

の現状」や、「クルーズ船社の各種取組み」、「今後のクルーズ振興に向けた取り組

み」などの共有を行うことにより、国際クルーズ再開、今後の日本・沖縄における

クルーズ観光の回復・更なる飛躍に向けた機運熟成を図った。 

また、カンファレンスと合わせてコロナ禍で断絶した関係者の連携を再構築す 

る為、参加者同士の情報交換の場を設定する為、カンファレンス後に名刺交換会

を設定した。 

日 時：令和 4 年 12月 21日（水） 

場 所：ロワジールホテル那覇 

参加者：133人（過去最高） 

 

ア．観光情報サイト管理・運営費 

（ア） 沖縄観光情報 WEBサイト「おきなわ物語」の運用保守 

沖縄観光情報 WEB サイトとして国内向けのコンテンツの充実化を図り、誘客促

進、周遊促進、観光消費額増、観光課題解決に資するための観光情報を発信した。 

沖縄観光に関する基本情報、イベント情報、旬の観光情報、観光課題の解決に
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向けた情報発信など、県公式観光情報サイトとして観光コンテンツの充実化を図

ったことにより、年間を通じた定量成果として、1,144万 PV（前年比 52％増）、約

471万 UU（前年比 55％増）の獲得に繋げることができた。 

 

期間：令和 4年 4月 1日～令和 5年 3月 31 日 

実績：下表参照 

 

 

 

 

 

（イ） 海外向け沖縄情報サイト「VISIT OKINAWA JAPAN」の運用保守 

外国人旅行者のニーズを踏まえた沖縄の魅力と正確な情報の発信を行い、旅先

としての沖縄県の認知度向上および来訪、滞在、消費に向けた行動を促進するこ

とを目的とし、VISIT OKINAWA JAPAN サイトを管理・運営しており、当該サイトの

サーバ運用保守、CMS やサイト全般の保守業務及びドメイン更新を実施し、当該サ

イトの円滑な運用を行った。 

期 間：令和 4年 4月 1日～令和 5年 3月 31日 

実 績：下表参照 

 

 

 

 

 

（ウ） デジタルパンフレットギャラリーサイトの運用・管理 

沖縄県、OCVB、県内観光協会および案内所、観光施設各所など様々な団体から

発行されている紙媒体誌をデジタルパンフレット化しオンライン上のギャラリー

に格納することで情報を一元化し、SDGsへの関心が高くペーパーレス化が進む海

外市場にむけての発信力を高め、海外からの誘客に繋げることを目的に、当該サ

イトのサーバ運用保守、CMSやサイト全般の保守業務及びドメイン更新を実施し、

当該サイトの円滑な運用を行った。 

期 間：令和 4年 4月 1日～令和 5年 3月 31日 

実 績：下表参照 

 

 

 

 

 

項目 令和 4年度実績 令和 3年度実績 前年比 

PV数 11,440,018 7,495,366 52.63％増 

セッション数 6,231,815 4,060,558 53.47％増 

訪問者数 4,717,758 3,042,452 55.06％増 

項目 令和 4年度実績 令和 3年度実績 前年比 

PV数 1,817,872 1,327,669 36.9％増 

ユーザー数 650,278 346,792 87.5％増 

リピーター数 111,409 95,722 16.4％増 

項目 令和 4年度実績 令和 3年度実績 前年比 

PV数 76,698 22,571 239.8％増 

閲覧数 21,244 3,191 565.7％増 

ユーザー数 18,418 4,221 336.3％増 
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（エ） メディアライブラリーの運営 

「メディアライブラリー」サイトの運営・管理を通じて、メディア・観光 事業

者をはじめとする利用者に向けて、沖縄観光に関する素材提供を行った。デジタ

ルメディア管理システム「Lookatme」を活用し、直接 OCVB事務局が画像・動画の

アップロード、個々のメタ情報更新、ユーザー管理などを行いユーザビリティ向

上を実施した。また、各事業で制作、撮影した画像、動画の格納場所としても活用

し、社内のユーザー資産共有に役立てた。 

期 間：令和 4年 4月 1日～令和 5年 3月 31日 

実 績：下表参照 

 

 

 

 

 

３．教育旅行推進強化事業   

令和 4 年度の沖縄県への修学旅行は、コロナの影響を受けた令和 2 年度、令和 3 年度と

比較すると、回復基調にあったが、中学校の近距離方面への実施継続、世界的な物価高騰に

よる公立学校の旅行予算不足、観光事業者の人手不足といった課題が生じたことから、沖縄

修学旅行を取り巻く環境は引き続き厳しいものとなった。今後はこれらの課題解決に向けて、

沖縄県・OCVB・県内受入事業者が一丸となって、効果的な誘致プロモーションを継続しつつ

も、各種支援策を始めとした受入体制の整備が重要となってくる。コンテンツとしては「沖

縄在住の外国人と英語で街中ロゲイニングを行う学習プログラム」が海外から方面変更した

学校などから高い評価を得ていることから、沖縄修学旅行の３大テーマ：『平和』、『歴史・

文化』、『自然環境』に続きうる、『国際交流』学習プログラムを展開している事業者へのサ

ポートも検討していく必要がある。  

 

沖縄修学旅行入込状況 

 令和 4年度 

(見込み) 

令和 3年度 

（実績） 

令和 2年度 

（実績） 

平和 30年度 

(ｺﾛﾅ前実績) 

学校数 1,376 404 231 2,414 

人数 259,074 70,583 43,118 420,300 

令和 4 年度の数値は OCVB 調査(令和 5 年 1 月)、その他の数値は沖縄県観光政策課公表資料

より 

 

（１）沖縄修学旅行の課題等への対応 

ア．実施時期の集中     

沖縄への修学旅行は、航空会社による SE運賃の取り組みなどにより 4 月～6月（主

に近畿地方の中学校）、10月中旬～12月初旬（主に高等学校）に多くの学校が実施し

項目 令和 4年度実績 令和 3年度実績 前年比 

新規追加素材数 389 263 47.9％増 

ユーザー数 4,817 3,893 23.7％増 
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ている。その中でも秋口に沖縄修学旅行が集中していることから、人手不足などの理

由により受入れ体制整備への懸念があり、多くの県内観光事業者から実施時期の平準

化を求める声が上がっている。学校への訪問や修学旅行相談会などで学校関係者への

聴き取りを行ったところ、公立高校の場合～１学期：体育祭・文化祭、２学期：修学

旅行、３学期：受験勉強モードへ本格移行と公立高校２年生の学校スケジュールが固

まっていることから時期を変えることが容易ではないという声を多く聞かれた。一方

で、私立大学附属系高校については大学へ内部進学を行ってほしいなどの理由から 1

月～3月の実施を行う学校もあることから、令和 6年の同時期への修学旅行誘致を目

的に、令和 5年 3月に関東・近畿地方の私立大学附属高校・系属高校 250 校へ①実施

時期変更の検討を提案する内容を含めた文書、②令和 4年度に作成した「学びの宝庫

おきなわ 修学旅行×SDGs」リーフレット、③「沖縄修学旅行オフシーズンの魅力」、

④「平和学習分科会委員一覧表」』を送付した。今後は、本来はマリンスポーツ体験

が可能な時期の実施を希望するが、予算の都合上、冬場に沖縄修学旅行を行っている

公立学校に対し、満足度向上に向けた学習プログラム、アクティビティの商品造成を

検証していく必要もある。 

  

イ．世界的な物価高騰と公立学校の修学旅行予算上限額   

首都圏、愛知県、長野県などの教育委員会へ訪問し、修学旅行の予算上限の増額に

ついて意向を聴き取りしたところ、保護者の負担につながることから容易に上げるこ

とはできないとのことであった。物価高騰が続く場合、航空機が必須移動手段である、

沖縄ではなく電車・バスで行ける方面への変更に繋がりうることから、航空会社、(空

港への異動費用を一部支援している)地方空港所管部署、県内受入事業者などと連携

しながら、ピーク期よりも料金が手ごろになる、閑散期の魅力発信（モデルコース作

成等）を検討していく。 

 

ウ．観光事業者の人手不足（バスガイド等） 

コロナ渦前から秋口のバスドライバー、バスガイド不足が問題視されていることか

ら、沖縄修学旅行プロモーション事業内のモニターツアー（11月：中学校教員向け、

2月：高校教員向け）において、沖縄県内で活躍する芸人 2名（男女各 1名）にガイ

ド役を担っていただく実証を行った。参加者からの意見は概ね好意的であったが、本

業とのバランス、謝金等の課題もあることから、引き続き様々な人材（平和ガイド、

俳優、学生ガイド等）の活用についても検討していく。 

  

エ．新たな学習ニーズへの対応 

文部科学省の学習指導要領の改訂により「探究学習」、「持続可能な社会の担い手づ

くり(SDGs 学習)」を修学旅行先で行いたいというニーズに応えるため、前述のモニ

ターツアー、「沖縄修学旅行 SDGs EXPO in 東京」(令和 4年 12月)において、沖縄県

内の学習プログラムを紹介した。探究学習は事前の手間がかかり、受入れ限度（月 1
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件程度／1事業者）もあることから、ピーク期以外の時期に沖縄で探究学習を実施す

る学校へメリット・インセンティブを提供できる取り組み・施策を検証していく必要

がある。また、事前事後学習支援アドバイザー派遣事業内での実証として沖縄への修

学旅行で探究学習を実施する学校へのフォローの検討や県内事業者向けに新たな学

習ニーズに対応した商品造成・造り替えを学べる機会（研修会）を提供していく必要

がある。 

  

オ．新型コロナウイルス感染症 

島嶼県である沖縄は、コロナに罹患した場合、自家用車 などで帰宅できず、生徒・

引率者の一部が沖縄に延泊しなければならないことから、令和 4年度も近距離への修

学旅行とする学校が一定数あったが、県内の感染者数減少、沖縄県観光振興課が展開

する「修学旅行緊急時支援事業」、県／OCVBがつくる「沖縄修学旅行防疫観光ガイド

ライン」など安全・安心な受入体制整備等により、令和 4年度の方面変更は最小限に

防げたと考える。ガイドラインについては、内容をコンパクトにまとめた概要版の作

成も令和 5年 1月に行い、対処方針が変わるごとに、わかりやすい情報発信を心がけ

た。令和 5年 5月 8日以降、感染症対策の方針が大きく変わることが予定されている

が、平和学習におけるガマ入壕時、民泊利用時など高齢者と接する時などマスク着用

推奨の提案等、沖縄修学旅行独自の感染症対策の取り組みを検討していく。 

  

カ．中長期視点での沖縄修学旅行誘致戦略の策定について 

コロナ、物価高騰、人手不足、実施時期の集中に加えて、少子化の課題もあること

から、修学旅行に特化した誘致戦略を検討することについて、令和 5年 2月の沖縄県

修学旅行推進協議会で委員から同意を得た。令和 5年度から沖縄県/OCVB/県内事業者

/航空会社などと、検討の場のあり方も含めて調整していく。 

 

(２) 沖縄県修学旅行推進協議会・分科会の開催等 

     ア．全体協議会（R5年 2月 8日） 

     イ．宿泊機能分科会(R4 年 7月 12日、R4年 12 月 21日) 

     ウ．平和学習分科会(R4 年 7月 21日、R4年 12 月 2日、R5年 3月 7日) 

     エ．輸送機能分科会(R4 年 8月 24日、R5年 2月 27日) 

     （修学旅行取扱バス会社意見交換会(R4年 8月 4日、R5年 12月 20日)） 

     オ．商品造成・PR分科会(R4年 8月 18日、R4年 12月 23日、R5年 3月 17日) 

     カ．教育旅行民泊分科会(R4年 8月 9日、R5年 1月 24日) 

     キ．事業者連携マッチング会(R4年 9月 30日) 

 ク．毎月初旬 新型コロナウイルス感染症による沖縄修学旅行への影響について実態 

調査 

     ケ．『沖縄修学旅行防疫観光ガイドライン(22㌻)』の更新 4回 

(R4年 11月（2回）、12月、R5年 3月) 
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     コ．『沖縄修学旅行防疫観光ガイドライン 概要版(5㌻)』の作成 

(R5年 1月)、更新(R5年 3月) 

 

<主な内容> 

        協議会で、沖縄修学旅行の中長期的な誘致戦略検討について了承された。 

  平和学習分科会にて「沖縄県平和祈念資料館」改修工事等による方面変更を防ぐため、

沖縄本島内の平和学習施設の紹介資料「平和学習分科会委員一覧表」を作成した。 

 

（３）沖縄修学旅行プロモーションの実施 

ア．催事プロモーションの開催 

 （ア）「沖縄修学旅行 SDGs EXPO in 東京」 R4 年 12月 27日  181名来場 

      （イ）「沖縄修学旅行相談会 in長野」     R4 年 11月 8日     25名来場 

      （ウ）「沖縄修学旅行相談会 in静岡」     R5 年 1月 31日     54名来場 

      （エ）「沖縄修学旅行相談会 in岡山」     R5 年 2月 2日      37名来場 

  

     イ．学校、教育委員会、旅行会社への営業プロモーション 

     大阪・神戸(4月)、愛知県・長野県（6月）、東京・埼玉・神奈川（9月） 

  

     ウ．メディアプロモーション（広告出稿） 

      （ア）『日本教育新聞』広告出稿（令和 4年 11 月 14日付） 

      （イ）『日本教育新聞（教育旅行特集）』広告出稿（令和 5年 2月 13日付） 

      （ウ）『月刊教育旅行」広告出稿(令和 5年 3 月 1日付) 

  

エ．体験プロモーション 

      （ア）11月「令和 4 年度 沖縄修学旅行モニターツアー」 

        中学校関係者 5名／修学旅行関係団体 3 名 

      （イ）11月「令和 4 年度 沖縄修学旅行モニターツアー」 

        SDGs/探究学習 有識者 1名 

      （ウ）2月「令和 4 年度 沖縄修学旅行モニターツアー」 

        高等学校関係者 10名／修学旅行関係団体 2名 

  

オ．沖縄修学旅行の学習素材に係る概要書（リーフレット）の制作 

     「学びの宝庫おきなわ 修学旅行×SDGs」 

  

カ．他県主催イベントへの出展等 

      （ア）8月「令和 4 年度広島空港修学旅行セミナー」 

        広島空港振興協議会主催 

      （イ）1月「旅行会社向け修学旅行説明会」 
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        茨城県空港対策課主催 

 （ウ）2月「沖縄教育旅行セミナー」（徳島県） 

        高松空港振興期成会主催 

      （エ）1月キャラバンセールス活動（大阪府、兵庫県、三重県、滋賀県） 

  

キ．その他 

3月 実施時期平準化に向けて、修学旅行商戦中の関東・近畿地方の私立大学附属

校・系属校 250校へ文書、「学びの宝庫おきなわ 修学旅行×SDGs」等の送付 

 

（４）学校に対する事前事後学習支援 

     ア．事前事後学習支援アドバイザー派遣 119 件実施 

     イ．おきなわ修学旅行ナビ冊子 25,000部増刷 

     ウ．学習支援教材(ナビ冊子、DVD、ポスター) 340件発送(43,490部)  

  

（５）沖縄修学旅行模擬体験提供 

     ア．模擬体験提供 10 件実施 

【内訳】高校 5校 中学校 4校 関係機関 1 団体 

イ．11月 週刊トラベルジャーナル臨時増刊号へ広告出稿 

 

（６）沖縄修学旅行商品造成支援（調査業務） 

     ア．県外教育旅行関係者が求めている修学旅行商品のニーズ調査 

     イ．県内受入事業者の修学旅行提供商品に関する実態調査 

ウ．県外校の商品ニーズと県内受入事業者の実態を紐づけ、今後の修学旅行商品の造 

成に向けた課題抽出及び解決策の提示  

     エ．調査業務報告書の作成 

 

（７）受入体制整備支援（調査業務） 

     ア．県外旅行会社視点による平和学習ニーズ調査 

     イ．県内平和学習受入機関・団体の実態調査 

     ウ．県内平和教育ファシリテーター養成講座受講者の意向調査 

     エ．平和学習活動に関心のある県内大学生の意向調査  

※（６）と（７）一本で調査委託業務実施 

 

（８）海外教育旅行誘致及び受入体制整備 

     ア．海外プロモーション活動(オンライン商談会等) 

      10月 ATTA台中旅行展示会（オンライン）  

イ．台湾教育旅行関係者の招聘（JNTO主催事業） 

      11月 オンライン相談会 
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      2月 台湾教育旅行関係者 5名 来沖 

 

     ウ．受入体制整備（沖縄県内の学校と海外の学校とのオンライン交流等） 

      （ア）台北市立延平国民小学校×アミークス小学校×オンライン英語交流 

        5月 2回、6月 1回          

      （イ）韓国マド青少年団×本部高等学校×オンライン韓国語交流 

        10月 1回 

      （ウ）台北市立大橋小学校×西原小学校×英語ペンパル交流 

        10月、11月、12月～1月、2月～3月 

エ．JNTO海外拠点へパンフレット発送 

       4月 英語版 68 部（パリ、バンコク、クアラルンプール） 

ハングル版 31部（ソウル） 

      中国語簡体字 32 部（北京） 

      中国語繁体字 31 部（香港） 

     8月 英語版 200 部（デリー） 

 

４．離島観光活性化促進事業 

今年度は、離島観光を活性化する事業共通テーマとして、屋外アクティビティ、ウェルネ

ス・リトリート、スローの 3 テーマを掲げ、県外イベント等への出展と合わせ、メディアや

WEB サイト・SNSを強化し事業を実施した。テーマの設定にあたっては、本島周辺 15離島の

各観光協会や自治体へヒアリングを行い、令和 4年度のプロモーション意向として回答いた

だいた内容を反映させた。 

チャーター便支援においては、年度当初から支援に対する問い合わせが多く、8月頃の新

型コロナウイルス第 7 波の影響を受けたものの、結果、計 10 件の支援を行い、376 名を離

島空港（下地島空港・久米島空港）へ送客した。 

航空会社連携プロモーションでは離島路線を持つ４航空会社とそれぞれ連携し、WEB媒体を

活用したプロモーションを実施した。対象地域を関東、中部、関西、九州とし、離島直行便

路線の認知度向上及び旅行先としての魅力を訴求することで、離島への来訪促進を図った。 

メディアミックス広告では、沖縄離島観光 WEBサイトを「沖縄しまさんぽ」(旧リトハク)

へリニューアル。沖縄旅行を検討しているユーザーが、離島へのアクセス方法や島の観光情

報を取得しやすいデザイン・レイアウトに改修を行うと同時に、特集ページの開設、テーマ

別記事の作成を行い、コンテンツの強化を図った。また、WEBの広告媒体を活用し、特設ペ

ージへ誘導することで、安全安心な離島観光の推進と消費単価向上に向けたプロモーション

を実施し、旅行商品や市場における沖縄離島のさらなる認知度向上・誘客を図った。 

本島周辺離島については、今年度設定した事業テーマに沿って、専門性媒体を活用し WEB

記事展開を実施した。各離島の特色を活かし、4テーマと親和性の高い媒体やインフルエン

サーを掛け合わせ記事を制作、またインフルエンサーと各離島をつないだオンラインイベン

トを実施し、ターゲットへ、より効果的にアプローチでき、沖縄ファン、そしてコンテンツ
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ファンに向けて沖縄本島周辺離島の魅力を効果的に訴求することができた。 

招聘事業では離島の認知促進と商品造成に向けた FAM ツアーを実施し、課題の抽出や改善

に向けた意見交換等を行った。 

令和 4年度は年度当初と年度終盤の二回に分け、各離島との広域連絡会議を実施した。ア

フターコロナにおける、受入に関する課題も浮き彫りになってきたことから、現地の適切な

状況の把握と関係者との密な情報交換の重要性が高まっていることを確認した。 

 

（１）離島航空路開設・チャーター便支援 

離島交通アクセスの拡充を図る一環として、チャーター便の運航を促すとともに離

島航空路線の将来的な定着化を図るため下記の支援メニューを用意し、その公募・審

査・精算等の業務を実施した。今年度は当初 15 件の申請を受け付けていたが、8 月頃

の新型コロナウイルス第 8波 の影響を受け、集客が見込めないまたは催行中止などの

理由により 5件が辞退となった。支援件数の合計は 10件となる。 

事業名 支援件数 
入域者数

(人) 
交付金額(円) 県内利用空港 

国内チャーター便 

支援事業 
10件 376 人 1,128,000円 2空港 

※運航航空会社：スカイマーク、フジドリームエアラインズ 

 

（２）航空会社連携プロモーション 

直行便就航路線地域を中心に離島への路線を持つ各航空会社と連携・協力したプロ

モーションにより、路線の認知向上及び旅行先としての魅力を訴求し、計 400,605 人

（前年度実績 96,168人）の送客および予約に繋げることが出来た。今年度は４キャリ

アと航空会社連携プロモーション業務を実施し、それぞれのキャリアの特性や顧客の

特性によってプロモーション方法や広告配信媒体との親和性がデータとして明らかと

なった。 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

航空会社 実施内容 

全日本空輸（ANA） WEB 媒体を活用した離島旅行情報

ページへの誘導 

 

日本トランスオーシャン航空（JTA） WEB ページを活用した外部広告配

信、Twitterキャンペーンによる

誘客促進、他 

スカイマーク株式会社 旅行需要を喚起する宮古島の特設

ページへ遷移させる Web広告配信 

Peach Aviation 株式会社 LP の制作および WEB広告配信 
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（３）メディアミックス広告 

今年度は、提供する情報の「量から質」への転換を図るべく、旧 WEBサイト（リトハ

ク）から「沖縄しまさんぽ」へリニューアルを行った。ロゴを一新し、TOP ページ上部

から大型バナー、検索タグ、特集記事を配置することで、ユーザーのサイト回遊率や滞

在時間の効率化を図るため全体的なページ改修も行った。特集ページおよびテーマ別の

記事作成については、フォトジェニックカテゴリの記事がアクセス上位となり、旅先で

映える写真を撮りたいユーザーの情報の収集が成果に繋がったと考えられ、未だ「映え」

という要素は旅行者の間で重要な位置づけであることがわかった。 

   WEBサイト改修に係るメディアプロモーションについては、Google広告によるペー

ジ誘導および Twitter アカウントを活用した情報拡散を行った。結果として、Google

広告は達成率が 127％であったものの、Twitter は CTR が達成率 80％と伸び悩んだ。

Twitter については今回のプロモーションで人気のあった「フォトジェニック」「イン

スタ映え」等のキーワードを追加し、ターゲットボリュームを増やすことで改善の余地

を残した。さらにプロモーションの効果検証を目的としたマーケティング調査を行い、

1,030名のモニターからアンケートを回収した。沖縄への訪問者は、来沖 3回以内のラ

イトユーザーが多く、滞在も 2～3泊程度が多数を占め、離島へ送客するには滞在日数

をより増やす動機を作る必要があるという結果となった。 

  SNS を活用した情報発信にも力をいれ、4 月に開設した Instagram では、9 月と翌年

2 月に広告配信を実施した。結果として 5000 人を超えるフォロワーの獲得と、幅広い

層への認知拡大につながった。また、SNSの強化と併せて、WEBとの補完性を高めるべ

く、ページ内お知らせの位置の変更やカテゴリ別の情報発信が行えるよう WEB ページ

も追加改修を行い、ユーザビリティを高める仕様へ変更した。 

 

（４）15離島重点プロモーション 

今年度のメディアプロモーションでは、汎用性媒体ではなく専門性媒体に WEB 記事

展開を実施した。各離島の特色を活かし、今年度の 4 テーマと親和性の高い媒体やイ

ンフルエンサーを掛け合わせ記事を制作することで、ターゲットへ、より効果的にアプ

ローチでき、沖縄ファン、そしてコンテンツファンに向けて沖縄本島周辺離島の魅力を

効果的に訴求した。 また、外部媒体掲載記事をリライトし「沖縄しまさんぽ」サイト

へ転載をしたことで、沖縄しまさんぽの内容をさらに充実させることができ、多方面か

ら離島の魅力を発信することができた。また、計 4 回実施したオンラインイベントで

は、延べ 224名の参加があり、中にはイベント実施後、実際に離島へ足を運んだ参加者

もいた。 

   県外イベントを活用するプロモーションでは、沖縄離島の既存イメージに捉われな

い、新たな魅力を浸透させることを目的とし、アウトドアに関連したイベントに積極

的に出展した。アウトドアという明確な目的や情報を求める来場者が集う場で、沖縄

離島という新たな場所の選択肢を発信出来たことや来場者の興味・関心を実際に肌で

感じられたことは、今後のコンテンツの発信に繋がる有益な成果となった。 
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（５）情報発信ツール制作 

ツール制作については、離島事業のテーマに合わせたツール（竹製カトラリーセッ

ト、サコッシュなど）を制作し、テーマを通したイベント来場者が沖縄離島に対して興

味関心を持つきっかけとなり、また配布したノベルティをその場で活用してもらうこ

とで、来場者＝ユーザーとして、「沖縄離島」の宣伝効果につながった。また、今年度

はイベント出展も計画的に行えたこともあり、かつコロナ禍を経た久しぶりの実施と

いうイベントも多く、会場では紙媒体の需要も高く、ニーズに応じて増刷を行った。 

 

（６）旅行社・メディア等招聘 

沖縄本島周辺離島への誘客を促進するため、今年度は 5社 8名（旅行社、メディア）

を南北大東島、粟国島、伊平屋島へ招聘した。実施にあたっては、参加者のリクエスト

も一部コースに組み込めるよう観光協会と参加者の間に入り実施調整を行った。受入

側観光協会および参加者（被招聘者）の意見交換会では体験コースや離島の観光客受け

入れについて議論し、今後の課題についてヒントを得ることができた。 

 

（７）離島観光協会との連携 

OCVB 主催の観光協会や各離島自治体が参加する実務担当者合同会議は、年度初め及

び年度末の 2 回実施し、オンライン接続のハイブリット形式にて開催した。年度初め

の合同会議では、各離島観光協会より年間のプロモーション実施計画や意見交換を行

い、県外イベント等、各離島圏域と連動したプロモーションの実施に繋げた。年度末実

施の会議においては、今年度の振り返りと併せて各離島における現状の課題を共有い

ただき、次年度プロモーションの方針につなげるための意見交換の場となった。また

15離島連絡会では、今年度の WEB・SNSを活用したプロモーションの事例として「おき

なわ物語」における改善の取り組みについて情報提供を行い、今後に繋げるための有意

義な会議となった。   

 

（８）その他取組 

過年度実施した各種プロモーションにおいても、WEB サイト（旧：リトハク）や

SNS(Twitter)を活用してきたが、今年度はユーザビリティを高めることを目的とした

WEBサイトの改修や、SNS(Instagram)の新規立ち上げを行い、外部環境の変化にも対応

できるよう、情報発信の強化を図った。また、「国内需要安定化事業」、「スポーツツ

ーリズム誘客促進事業」など、沖縄県から OCVB が受託・実施する各種誘客プロモーシ

ョン事業や、OCVB 運営メディア「おきなわ物語」と連携し、旅行者の意思決定プロセ

スに沿った役割分担を行い、効果的・効率的な情報発信に努めた。 
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５．スポーツ観光戦略的誘客促進事業 

国内外のスポーツ愛好家に対し、スポーツ観光の安定的な需要喚起とスポーツアイランド

沖縄のブランド強化及びスポーツ観光の誘客促進を目指し、年間を通じて効果的かつきめ細

やかなプロモーションを行った。併せて、県内の市町村及びスポーツ関連事業者と連携し、

スポーツを通した地域の稼ぐ力を創出することに努めた。実施に際しては、県内のスポーツ

大会事務局やスポーツ関連事業者との連携強化を図りスポーツアイランド沖縄の WEB サイ

トや SNS等を活用した多角的な情報発信を行った。さらには、自然環境の中で行うスポーツ

への意欲向上やスポーツ観戦などスポーツ関連市場の需要が拡大していることを受け、各地

域のニーズ及び市場の状況に適した包括的なプロモーションを展開した。 

また自身が行うスポーツだけでなく、スポーツ観戦(観るスポーツ)市場の促進として県内

のスポーツ団体と連携したプロモーションを実施したほか、今年開催予定の FIBA バスケッ

トボールワールドカップ 2023(以下 FBWC2023)についても県内外での機運醸成を図った。 

スポーツコミッション沖縄との連携については、沖縄県スポーツ振興課や沖縄県スポーツ

協会等関係者間での連携を強化し、スポーツコンベンション情報の共有や相互の役割を明確

にし、スポーツツーリズムの誘客に取りこぼしが無いよう努めた。 

 

（１）スポーツ観光誘客におけるマーケティングリサーチの実施 

県内スポーツ大会等主催者や関係者との連携を密にし、開催情報やスポーツ旅に係る

環境情報を取りまとめるとともに、収集した情報をもとに各種プロモーションで情報を

発信し、効果的な広報展開へ繋げた。また新しい取り組みとして、スポーツツーリスト

の動向等から詳細を把握し今後のプロモーションに活かすべくスポーツツーリズム実

態調査を行った。実態調査においては、来沖するスポーツツーリストへのヒアリングや

県外出展時のアンケート取得のほか、高付加価値商品開発に向けたモニターツアーの実

施、また他県のスポーツツーリズムの取り組み状況ヒアリングなど幅広く実施し今後の

事業に活かせるよう努めた。 

 

（２）スポーツ観光誘客促進のためのプロモーションの実施 

全国的にスポーツ大会や併催イベントが再開されてきたことをうけ、令和 4年度にお

いては、サイクルモード in 東京や神戸マラソン、ジャパンゴルフフェアなど誘客効果

の高い競技をメインに各地でプロモーションを展開した。また、新たな取り組みとして、

沖縄版全国旅行支援「おきなわ彩発見 NEXT」事業と連携し北海道マラソン EXPO に出展

した。実施に際しては、おきなわ彩発見 NEXT 事務局と事前にプロモーション戦略を立

て、沖縄で開催されるマラソン大会への参加の際に旅行代金の一部が割引になり費用負

担が軽減されるなど来場者に対し有益な情報を発信することができたほか、那覇マラソ

ン事務局や久米島マラソン事務局とも連携し、エントリー締め切り間際の両大会の参加

申し込みを現場で行って頂くなど複数の事業や関係者間と連携した横断的なプロモー

ションを展開した。また、現地でのプロモーションだけでなく、韓国のインフルエンサ

ーを活用したゴルフツーリズムの促進など SNSでも発信を行い、コロナ後のインバウン
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ド需要回復に努めた。 

    FBWC2023 事業では、別事業で展開している FIBA バスケットボールワールドカップ

2023 開催に向けた機運醸成事業と連携し、県外 B リーグ公式戦での出展のほか、開催

地の機運醸成を図るべく、沖縄県スポーツ振興課及び FIBA バスケットボールワールド

カップ 2023 日本組織委員会(LOC)の職員とともに、県内の小中学校へ出向き FBWC2023

の大会紹介や出場予定国の情報などを伝える出前授業を実施し盛り上がりの創出を図

った。 

 

（３）スポーツアイランド沖縄の優位性及び魅力の発信 

スポーツ環境の魅力や優位性の認知度向上を図るべくプロモーションで使用するパ

ンフレットなどのスポーツ情報発信ツールの作成やスポーツノベルティーを制作した。

また、スポーツアイランド沖縄 WEBサイトや SNSをベースに日々状況が変化するなか、

スポーツ大会エントリー情報など常に最新の内容で発信する事を意識し実施した。 

今年度のあらたな取り組みとして、過去数年間フォロワー数がほぼ一定で推移して

いた Instagramについて、デジタルチームと連携し、発信頻度、タイミング、そのほか

アルゴリズムなどを分析し展開した。その結果、過年度よりフォロワーの数が約 2,5倍

となった。 

 

スポーツアイランド沖縄公式 WEBサイト 

【年間ユーザー数(R4.4/1-R5.3/31)】 63,961 件 

【年間 PV数(R4.4/1-R5.3/31)】125,013件 

スポーツアイランド沖縄 Instagram 

【令和 4年 4月 1日時点 フォロワー数】 1,216 件 

【令和 5年 3月 31日時点 フォロワー数】 3,151 件 

 

（４）消費単価拡大のためのツアー造成及び商談会の実施 

本県へのスポーツを活用した旅行商品造成を促進するため、旅行社等を対象とした

プロモーションの実施や商談会などに参加した。 

ゴルフプロモーションにおいては、日本ゴルフツーリズム推進協会(JGTA)と連携

し、海外のゴルフAGT(バイヤー等)が参加するアジアゴルフツーリズムコンベンション

(AGTC)に参加した。昨今では、コロナ禍で海外ゴルフツーリズム市場が一時停止して

いたが、欧米のバイヤーを中心に日本や沖縄のゴルフツアーを造成したい相談を複数

受けたため、インバウンド市場の回復傾向がうかがえた。 

また、新たな取り組みとして、九州・沖縄・山口の自治体と連携したサイクルツー

リズム商品造成事業を展開した。本事業では、サイクリストを沖縄に招聘し沖縄の魅

力を国内外に発信することに努めた。 
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（５）県内スポーツチームを活用したプロモーションの実施 

県内で活動するスポーツチームと連携し、県外での試合やイベントなどへの来 

場者や関係者に対しスポーツアイランド沖縄の魅力を発信した。今年度は琉球コラソン

(男子ハンドボール)、琉球アスティーダ(男子卓球)、琉球フレスコボールクラブ(男女

フレスコボール)と連携しプロモーションを展開した。実施に際しては、沖縄でのホー

ム戦やイベント開催の前に、県外でのゲームでプロモーション活動を行うことで、ホー

ム戦来場者増を目指すなど、今後のアウェイツーリズムの促進に繋がるよう戦略的に展

開した。 

 

（６）スポーツコミッション沖縄との連携 

スポーツコンベンションの更なる発展を目的に沖縄県スポーツ振興課、沖縄県スポ

ーツ協会(以下スポーツ協会)、OCVB スポーツチームの三者間で定期的にコミッション

会議を行った。実施に際しては、相互に情報共有を行うことでそれぞれが持つネットワ

ークを活用し、さらなる連携強化に繋げた。 

また、今年度はスポーツツーリズム EXPOや SPORTEC2022 に共同出展し、OCVBが持つ

スポーツツーリズムの知見と、スポーツ協会が持つスポーツコンベンションの知見を

融合させ、合宿や大会誘致など幅広くプロモーションを展開した。 

 

６．沖縄観光グローバル事業 

令和 4 年度は、「沖縄観光推進ロードマップ」及び沖縄県より提示された「コロナにより

大きな打撃を受けた本県のインバウンド観光の早期回復及びアフターコロナにおける外国

人観光客 200 万人（空路）」の実現に向けた国際観光地沖縄の需要の創出を図るため、国際

線の再開及び航空路線の誘致・拡充、各市場特性に応じた誘客活動の展開、魅力的な観光情

報の発信等を行った。具体的には、「⑴ 長期間運休している国際線の再開に向けた取組並び

に既存路線の復便及び航空路線の更なる拡充を図るためのチャーター便及び定期便への支

援、⑵沖縄県が誘客ターゲットとして定める重点市場（台湾、香港、韓国、中国）、戦略開

拓市場（シンガポール、タイ、マレーシア、その他 ASEAN 地域）、新規開拓市場（欧州、米

州、豪州、ロシア等）及び潜在市場（インド、中東、北欧）における旅行博の出展、商談会

開催をはじめとする戦略的なプロモーションの実施、⑶WEB及び SNSを活用した効果的な観

光情報の発信、⑷観光の質の向上に向けたキックオフプロジェクト開催及び国際旅客ハブの

形成に向けた活動等を実施する。」という事業目的に基づき、 4月～10月までの期間は、各

市場での事業展開を継続しながら国際線再開を見据えたプロモーションを実施した。那覇空

港の国際航空路線が再開した 10 月以降は、既存就航路線の早期完全復便を目指しつつ、各

事業に取り組んだ。 

年度上半期 4 月～10 月の期間においては、日本と海外の渡航再開、那覇空港の国際線受

入れ再開と国際線路線回復が最優先と位置付け、ボトルネック項目の抽出及び対処方針を策

定し、CIQ、NABCO等関係機関へのアプローチと意見交換を継続して行った。 

プロモーションにおいては、前年度に引き続き「渡航再開前」と「渡航再開後」の 2段階
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のフェーズを想定し計画を立案した。「渡航再開前」は、継続した情報発信により、渡航再

開後の旅行先として沖縄が優先的に選択されることを目指して海外現地で開催される旅行

博等への出展および WEB/SNS を主とした情報発信を強化した。また「渡航再開」の目途が立

ち次第、航空会社・旅行会社等との連携により即効性の高い実送客を目的としたプロモーシ

ョンに切り替えることを想定し、年度当初より各海外事務所を通じて現地の旅行会社・航空

会社と密にコミュニケーションをはかっていた。 

令和 4 年当初より欧米諸国を中心に徐々に With コロナの生活習慣スタイルが広がり、

ASEAN 諸国でも海外との渡航往来が活性化する傾向にあった。日本政府も段階的に水際対策

を緩和し令和 4 年 6 月 10 日には「少人数の添乗員付きツアー」という条件付きではあるも

のの訪日インバウンドが再開した。こうした世界的な情勢と日本政府の政策判断を密に情報

収集し、最も早く回復が見込まれると予測した重点市場を中心に海外現地で開催される旅行

博等に積極的に出展し、本格的な国際線再開に備えた訪沖需要喚起・維持、商品造成、販売

促進を図った。 

各市場共通のターゲットとしては、渡航再開後優先的に沖縄を選択する可能性が高い層と

して「訪沖・訪日リピーター層」を主なターゲットとして定めプロモーションを集中させた。

沖縄観光ブランド「Be.Okinawa」のコンセプトを基本に、効果的な媒体や手法など伝達手段

を工夫し、継続した情報発信（最新の防疫対策状況、新たな体験コンテンツ、新規宿泊施設

等）を行うことにより、沖縄への興味・関心・好意の向上をはかり、渡航再開後の旅行先と

して選ばれることを目指した。また、発信する情報は、更なる県内消費額および域内調達の

向上に資するよう、県産品（食材・工芸品等）、自然、文化、歴史を尊重する体験コンテン

ツなどの紹介に注力し「沖縄ならではの体験≒沖縄を選択する必要性」を強調した。 

令和 4 年 10 月 11 日より全国の空港において入域制限が撤廃され、那覇空港でも国際線

の受け入れが再開し、10 月 16 日には約 2 年半ぶりに那覇―台北（タイガーエア台湾）、那

覇―香港（香港エクスプレス航空）2路線の国際航空定期便が復便した。（これに先立って 8

月 2日からティーウェイ航空により那覇―仁川便が就航したが、日韓両国のコロナ感染状況

拡大の影響により、8月 16日以降再び運休となった。）その後、中国市場を除く既存の路線

が続々と再開し、結果的には 3路線（台北、仁川、香港）12社が復便・新規就航（スターラ

ックス航空）した。 

国際航空路線が再開した後、航空路線の安定継続的な運航促進を目的に、航空会社・旅行

会社と連携したタイアッププロモーションを展開し、タイミングを逸することなく即効性の

高い誘客促進を実施することで、市場における沖縄旅行情報の露出を拡散し需要を喚起した。 

国際航空路線が再開した後、航空路線の安定継続的な運航促進を目的に、航空会社・旅行

会社と連携したタイアッププロモーションを展開し、タイミングを逸することなく即効性の

高い誘客促進を実施することで、市場における沖縄旅行情報の露出を拡散し需要を喚起した。 

また、情報発信の際は、海外向け沖縄観光情報ウェブサイト「Visit Okinawa Japan」や

同 SNSアカウントへの誘導を行うことにより、沖縄ファン層を確実に増やし、今後の更なる

継続した情報発信体制の強化も努めた。この結果、全アカウント（市場）合計 673,118 人（前

年度＋17,972人）のフォロワー・ファン数を得ることができた。ウェブサイトは、繁体字サ
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イト公開による流入及び昨年度英語サイトのリニューアル・リライトが奏功し、全体 UU 数

は 1,911,136人（前年度 54.14%増）となった。加えて、R4年度実施した新規記事制作は R5

年度に SEO効果が表れてくる（公開後 3か月～半年程度）ことも踏まえて、更なる訪問者数

増加が期待できる。 

 

（１）海外路線誘致強化事業 

海外と沖縄を結ぶ国際航空路線の再開、拡充を図るため、各市場の航空会社への各

種プロモーション事業・支援事業の周知等を展開した。積極的な活動を展開した一方、

コロナの影響で、令和 2年 3月 24日以降沖縄に就航する国際航空路線の全便運休が続

いていた中、早期再開を最重要項目と位置付け、以下の取り組みを実施した。 

 

【直接セールス（商談会・本社訪問）】 

アジア地域の航空会社や航空関連企業が出展する商談会「Routes Asia2022」が令 

和 4年 6月にベトナム・ダナンにて開催され出展した。また令和 4年 2 月にタイ・チ

ェンマイにて開催された「Routes Asia2023」にも出展し、航空会社 20 社との商談を

実施し、コミュニケーションチャネルの強化及び構築を図った。 

 

【国際線再開に向けた取り組み】 

令和 2 年 3 月 24 日以降コロナの影響により沖縄県発着の国際線は全便運休とな

っていた状況下において、航空業界の今後の流れや航空会社の沖縄路線に関する考

え方についての情報収集を目的として、航空関連コンサル会社の OAG と契約し航空

業界の専門的な見地から、今後の国際線再開に向け優先して交渉すべき航空会社の

選定や国内外他空港の成功事例の報告に基づき交渉戦略を策定した。また県や CIQ、

NABCO 等関係機関との意見交換会を実施し、国際線再開のボトルネック項目の抽出

及び対処方針を策定した。 

 

（２）国際チャーター便包括支援事業 

本事業の要件を満たすフライトがなかったため、支援実績はなし。 

 

（３）定期便就航促進・活性化事業 

ア．国際定期便新規就航地上ハンドリング費用等支援事業 

本事業の要件を満たすフライトがなかったため、支援実績はなし。 

 

イ．国際定期便新規就航活性化支援事業 

本事業の要件を満たすフライトがなかったため、支援実績はなし。 
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（４）沖縄国際航空路線リバイバル事業 

  那覇空港国際線再開時により多くの航空路線の復便をはかるため、他空港と比べ競

争力のある支援プログラムを展開し、台湾（1路線 3社）・香港（1路線 2 社）・韓国（1

路線 5社）市場の首都圏から早期回復を実現した。 

 

（５）海外潜在市場開拓事業 

  中東、北欧地域など、潜在市場開拓に取り組むにはタイミングが適さず、また、適切

な機会等もなかったため令和 4年度は実施を見送った。 

 

（６）海外新規市場開拓事業（新規開拓市場･戦略開拓事業） 

 沖縄県が注力的にプロモーション展開を進める戦略開拓市場の東南アジア地域及び

新規開拓市場の欧米豪露等からの誘客を推進するため、主要旅行博等イベント、商談

会、セミナー等へ積極的に参加し、海外主要な都市および日本国内の空港を経由した訪

沖需要を喚起した。 

海外現地主要旅行博等について、新規開拓市場においては、訪沖需要の高い市場を優

先にフランス、カンヌ、オーストラリア、アメリカ現地で開催されるイベント 5ヶ所に

て参加出展しコロナ後の新しい沖縄観光情報を発信した。 

戦略開拓市場においては、令和 4 年はほぼコロナ以前と同等レベルで開催されたこ

とから積極的に参加出展し JNTO ブースとの共同出展・単独出展を含め 11 ヶ所にて現

地の BtoB、BtoC向けにコミュニケーションの再構築と最新の沖縄観光情報を発信した。 

  旅行社・メディア等招聘では、新規開拓市場においては、JAL/Japan Specialist共

同インフルエンサーを活用し欧米豪向けに SNS にて沖縄情報を発信した。また、英国

トラベルジャーナリスト Peter Ellegard氏を招聘し、英語圏の富裕層間で流行するゴ

ルフをテーマに情報を発信した。そのほかオーストラリアメディア・旅行会社やドイ

ツ通信社記者、英国トラベルジャーナリストを招聘するなど欧米市場向けに沖縄の強

みであるブルーゾーン・食・自然やライフスタイルを積極的に発信した。 

戦略開拓市場においては、現地で開催されるイベントや BtoB向けのコミュニケーシ

ョン再構築を重視したことから招聘事業は見送った。 

  市場別プロモーション／FIT向け販促キャンペーン等では、新規開拓市場において

は、依然と沖縄の認知度が低い現状を踏まえ、旅行 E-learning最大手の OTT社と契

約し、英国における旅行業界向け E-learnigコースを実施した。また英国旅行業界誌

「Travel Weekly」へ純広告を掲載し、欧米圏にて需要の高いウェルネスに特化した

情報を発信した。あわせて、観光レップ（委託駐在員観光誘致機能強化事業）主催の

沖縄イベントで黒糖や泡盛等の沖縄特産品の提供や、シーサーの色塗り体験など“直

に沖縄を感じられるコンテンツ”を盛り込むことで、沖縄への認知・関心拡大を図る  

ことができた。 

  県内事業者のビジネス機会の創出を図り、沖縄観光の認知度向上及び外国人観光客

の誘致促進に繋げることを目的とした支援事業であるセールスコール支援について
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は、渡航先国への入出国時検疫等の問題も伴い海外出張を行うことが大変厳しい状況

であった理由から、当支援の実績は無しとなった。 

 

（７）委託駐在員観光誘致機能強化事業（沖縄県観光誘客サポート業務） 

ア．ドイツ  

Discover the World 

  令和元年５月より沖縄県のレップとして現地での活動を開始。ドイツを拠

点に、主に FIT 観光客誘致のため、旅行会社・メディア向け及び一般向けの情

報配信、広告等を実施した。今年度は 2 件の商談会・旅行博への参加、3 件の

ウェビナー実施のほか、ツアーオペレーターとの共同プロモーションに注力

し 5 件実施し、渡航再開を見据えた商品造成、販売促進を目指した。また、ニ

ュースレターやプレスリリースによる継続的な情報発信により 21件のパブリ

シティを実現した。 

 

イ．英国 

Hume Whitehead Limited 

令和元年８月より沖縄県のレップとして現地での活動を開始。ロンドンを拠点に、

主に FIT観光客誘致のため、旅行会社・メディア向け及び一般向けの情報配信、広

告等を実施。ニュースリリース配信により、数多くの媒体（70件以上）に沖縄がパ

ブリシティとして取り上げられた。また、今年度は具体的な商品造成に向けて、沖

縄商品の紹介や旅程を提供した。C向けには観光と物産のプロモーションを兼ねた

シーサー作り体験を行う等、沖縄文化の魅力を発信した。B向けには 7件のウェビ

ナー実施、4回の商談会参加、1件の広告キャンペーン実施、E-learning プログラ

ムの実施など、体験型イベント、文化のコンテンツを盛り込むことで、より多面的

に沖縄を知ってもらう取り組みを行った。 

 

ウ．オーストラリア 

The Walshe Group 

令和元年 11月より沖縄県のレップとして現地での活動を開始。シドニーを拠点

に、メルボルン、ブリスベンなどの主要都市からの FIT観光客誘致のため、旅行会

社・メディア向け及び一般向けの情報配信、広告等を実施。5件の記事広告実施の

ほか、ニュースリリース配信により、7件の媒体に沖縄がパブリシティとして取り

上げられた。今年度はじめごろは、沖縄の事業者の現状把握を行うために個別ミー

ティングを行い、その結果を在豪ホールセラーに伝えマッチングと商品造成を促し、

4回の商談会、セミナーに参加したほか、E-learningも実施した。また、9件のイ

ベントへ参加、独自開催した。B向けにはシーサー色塗り体験を実施し、OCVBが作

成したビデオやレップによるプレゼンを通して、シーサーをフックに沖縄の魅力を

PRした。C向けには日本をテーマにしたフェスティバルに参加する等、沖縄の観光
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と文化のプロモーションを行った。 

 

エ．フランス 

Interface Tourism France 

令和 2 年 4 月より沖縄県のレップとして現地での活動を開始。パリを拠点

に、主に FIT 観光客誘致のため、一般客向けイベントへの出展、旅行会社・

メディア向け及び一般向けの情報配信、広告等を実施。今年度は 3 件の BtoB

キャンペーンを実施したほか、特にオンラインを活用した旅行会社向けのウ

ェビナーに注力し 4 回実施、渡航再開を見据えた商品造成、販売促進を目指

した。また、ニュースレターやプレスリリースによる継続的な情報発信によ

り 29 件のパブリシティを実現した。 

 

（８）海外市場誘致強化事業（重点市場） 

海外重点市場において、沖縄観光のブランディングと高付加価値観光商品の造成、定

期便の回復・安定化等を促進するため、旅行博等への出展、現地旅行社や航空会社など

と連携したプロモーションを展開した。まずは既存の就航路線回復を目的に、県の海外

事務所と連携しながら、旅行博等イベントの機会を活用し、新たな沖縄観光情報を発信

し、コロナ収束後の旅行先の優先順位向上を図った。具体的には、沖縄の最新ホテル情

報、アクティビティ情報を提供し、渡航再開後の速やかな送客に向けた関心、販売意欲

の向上に努めた。10月以降は、香港、台湾、観光市場から那覇空港国際線直行便が再開

し、コロナ禍の 3年間で蓄積した訪沖需要を一定程度確保することができた。 

また、B向けには日本最大のインバウンド商談会「JNTO VISIT JAPAN TRAVELMART」に

参加し、重点・新規・戦略開拓市場の旅行会社に沖縄の最新ホテル情報、アクティビテ

ィ情報を提供し、渡航再開後の速やかな送客に向けた関心、販売意欲の向上に努めた。 

市場別プロモーションにおいては、復便した市場の航空会社・旅行会社と連携したタ

イアッププロモーションを展開し（台湾 11 社、香港 1 社、韓国 1 社）沖縄渡航商品が

現地でより周知拡大するよう取り組んだ。 

 

（９）沖縄国際観光イノベーション事業 

沖縄海外市場キックオフプロジェクトでは、例年開催してきた「沖縄ナイト」（レセ

プション）や商談会は、双地域の経済状況、コロナの影響を鑑み自粛した。 

沖縄国際旅客ハブ形成促進事業は実施を見送った。 

 

（１０）海外コンテンツマーケティング事業 

外国人向け沖縄観光情報発信サイト「Visit Okinawa Japan」では、令和 3年度にリ

ニューアルした英語版サイトを基に、その繁体字版サイトを制作した。テキストにおい

ては、英語をそのまま訳すのではなく、現地ネイティブにも違和感のない言い回しに変

更することで、文章の本来の意図をくみ取るよう心掛けた。サイト構築においても、英
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語版のつくりを引継ぎながらも、今後の更新時の効率化を目的に、情報を編集すると他

ページの関連個所も同時に更新されるといった仕様に一部変更しながら最適化を図っ

た。また旧サイトからのリダイレクト処理も行い、旧ユーザー・リピーターの導線づく

りも適宜行った。 

英語版サイトにおいては、WordPressの機能追加を行い、既存記事の編集・修正をよ

り迅速に行える環境づくりを整備した。加えて、記事 16本（特集記事 10 本・モデルコ

ース 3本・既存記事更新 3本）の制作を実施した。特集記事においては SEO 調査に基づ

いたテーマ・キーワード選定のもと、黒糖・紅型・琉球漆器等の沖縄県を代表するコン

テンツの他、近年特に欧米圏で需要の高まりをみせるサステナブルをキーワードに、マ

ングローブ生態、南溟森室（地域社会還元）、古民家再生といったコンテンツの記事制

作も行った。またモデルコースに関しては、離島における主要観光施設を中心とした基

本コースを 2本、本島におけるバス旅（南城市）をテーマとしたコースを 1本、それぞ

れ制作した。 

ＳＮＳを活用したプロモーションでは、英語圏（FB・IG）、中華圏（FB・Weibo・WeChat）、

およびタイ市場（FB）に向けて情報発信を行った。年度上旬は海外からの渡航制限がか

かる中でコメントを通じて旅行意欲低下等もみられたが、市場分析に基づく投稿内容の

選定、コミュニケーションを促すクイズ形式の投稿や、キャンペーン実施等を通じて、

既存ファンとの継続的な関係構築を図った。その結果、渡航制限解除後にも多くのアカ

ウント（市場）において、安定してエンゲージメント数・率を維持・拡大することがで

きた。 

 

７．戦略的クルーズ観光推進事業 

  コロナの世界的な拡大により、日本におけるクルーズ船の運航は一時停止となっていた

が、令和３年 11月より邦船による国内クルーズ運航が順次再開され、また、国際クルーズ

船の業界団体等によるガイドラインが策定・公表されたことを受け、令和４年 11月 15日

より国際クルーズの受入が再開されるに至った。 

沖縄県においては、安全・安心なクルーズ船の受入再開を図るため、沖縄県クルーズ船受

入協議会において「当面の受入対応」を定め、寄港受入地の地域協議会における合意形成を

経た結果、令和４年６月にぱしふぃっくびいなす（邦船）が平良港、本部港に寄港し、２年

４カ月ぶりにクルーズ船の受入が再開された。そして、令和４年 12月には、にっぽん丸（邦

船）が石垣に寄港し、ぱしふぃっくびいなすが 12月末に石垣、１月初旬に那覇に寄港した。 

国際クルーズについては、令和５年３月 8日にホーランド・アメリカ・ラインのウエステ

ルダムの石垣港への寄港再開を皮切りに、３月末までに８隻・９本の外国船の寄港実績があ

ったが、特に県と OCVB でこれまで誘致に取り組んで来た小型ラグジュアリー船による小規

模離島を周遊するポナン社の沖縄エクスペディションの運航が実現するなど、今後の新たな

沖縄クルーズの本格再開に向けた大きな一歩となった。 

令和４年度は、上記環境を注視しながら、新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画において掲

げられている「質の高いクルーズ観光」を推進するため、国内外クルーズ船社等のキーパー
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ソンやメディアの招聘、船社等へのセールス活動等を継続的に展開し、国際クルーズ再開後

の沖縄への早期寄港につなげる各種取組を実施した。 

合わせて、安全・安心なクルーズの再開に向け、県内各港湾及び地域との連携を強化し、

縮小傾向にある県内の受入体制の再構築を図ることにより、クルーズ船の寄港による地域住

民の不安払しょく、地域経済における地域住民との相互理解を促進し、地域住民・観光客・

事業が三方よしとなる持続可能な受入環境の整備に向けた取り組みを行った。 

 

（１）クルーズ船誘致活動 

本県における安全・安心なクルーズ受入再開、日本における国際クルーズの受入再開

後の本県への寄港促進、寄港後の着地型観光の推進、寄港地の分散化を図るため本部港

への寄港提案、沖縄におけるクルーズ再開の機運醸成等を図るために以下の取り組みを

行った。 

ア.キーパーソン等招聘 

№ 会社名 日程 目的及び訪問先等 

1 ㈱MSC Japan  

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ予約部長 ﾙｯｿ･ﾏｯｼﾓ 

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ 今久留主 明香 

R4.7.7 

～8 

 

沖縄発着クルーズの為の港湾施設ス

ペック確認及び寄港地観光先の視察 

2 日本クルーズ客船㈱   

海務部次長  松田義則  

R4.6.30～

7.1 

安心安全なクルーズの発信 

3 クルーズトラベラー 

副編集長  島津 奈美 

R4.6.30～

7.1 

本部港・平良港周辺の消費単価向上

に繋がる観光資源 PR 

4 ㈱カーニバルジャパン 

代表取締役社長 堀川 悟 

ホーランドアメリカライン 

ディレクター 市川紗枝 他 2名 

R4.12.20 国際クルーズ船の受入再開に向けた

業界団体（JICC）ガイドラインの事

前説明会 

5 ポナン日本・韓国支社長伊知地亮 

商船三井客船㈱ 取締役 小出文隆 

㈱日本クルーズ客船 

海務部次長 松田義則次長 

他 6名 

R4.12.21 

 

国内外のクルーズ船社、港湾管理者、

行政関係者、観光事業者等を対象に、

沖縄クルーズカンファレンスを開催

し、国際クルーズの本格再開に向け

た機運熟成を図った。 

6 ホーランドアメリカライン 

ショアエクスカーションマネージャー 

水谷茉莉花    他 2名 

R5.1.12 

 

本部港への寄港誘致 

本部港、美ら海水族館、備瀬フクギ

並木、今帰仁城等を視察 

7 ㈱ジャパネットサービス 

シニアエキスパート 蓑原一隆 

R5.1.26 MSCベリッシマチャータラーによる

本部港への寄港誘致 

8 LOTTE JTB GM Jeong-Dong Moon 

TAIYO PLAN CEO Hwang Soo Nam 

他 1名 

R5.2.2 

～3 

寄港先宮古島及び本島中南部の現場

状況確認及び寄港地観光プランの提

案 
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イ.セールス訪問 

№ 訪問先 訪問者 訪問日 目的及び訪問場所等 

1 宮古島市長 OCVB 米谷部長、平

山 

コスタクルーズ 

浜岡支社長 

R4.6.10 平良港発着クルーズを計画している

コスタクルーズの説明 

2 商船三井客船㈱ OCVB 米谷部長、平

山 

那覇港管理組合照屋

副管理者他２名 

R4.7.5 那覇港管理組合との連携セールス 

3 日本クルーズ客

船㈱ 

OCVB 平山、那覇港管

理組合 、沖縄県等 

R4.8.5 年末年始のニューイヤークルーズの

社内決定を促す訪問。 

4 みなと総合研究

所 

OCVB 平山 

沖縄県 

R4.9.21 ・関連情報収集、スーパーヨット誘致

に向けた意見交換 

5 カーニバルジャ

パン㈱ 

OCVB 平山 

沖縄県 

R4.11.9 沖縄クルーズカンファレンス開催趣

旨説明、基調講演依頼 

6 商船三井客船㈱ OCVB 平山 

沖縄県 

R4.11.17 沖縄クルーズカンファレンス基調講

演依頼 

7 シルバーシーク

ルーズ 

OCVB 平山 

沖縄県 

R4.11.18 今後の国際クルーズ再開の見通しに

ついての意見交換 

8 カーニバルジャ

パン（キュナー

ド） 

OCVB 平山 R5.1.26 今後のクイーンエリザベス寄港に向

けた取組への意見交換 

9 BestWayTravel

（台湾） 

OCVB 平山 

沖縄県台北事務所 

邱 

R5.2.22 

 

2023年コスタセレーナチャータラー

へ 2024年向け営業 

10 東南旅行社 

（台湾） 

OCVB 平山 

沖縄県台北事務所 

邱 

R5.2.23 2023年コスタセレーナチャータラー

へ 2024年向営業 

 

ウ.展示会出展等 

 展示会名 開催地 日程 目的及び成果 

1 クルーズフェス 東京国際クルーズタ

ーミナル 

R4.5.28 船社及び展示会主催との関係構築 

新規船社とのネットワーク作り 

2 ツーリズム EXPO

ジャパン 2022  

東京ビッグサイト R4.9.22-

25 

 

沖縄に関心がある来場者にクルーズ

を利用した沖縄観光の新しい楽しみ

方を提案する。 
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アンケート回収 631名 

3 Seatrade 

Cruise Global 

米国フロリダ州フォ

ートローダーデール 

R5.3.27-

30 

 

欧米最大級のクルーズへ出展し、寄

港地としての沖縄県内港湾の PR及

び在欧米船社とのコネクション強化

を図った。 

 

エ.広報活動 

掲載を行った専門誌 

 媒体名 市場 掲載日 広告 目的・概要 

1 Cruise 

Time2022冬号 

イギリス R4.11.14 記事広告 

2ページ 

エクスペディション寄港先・八重山

エリアの紹介。 

2 Cruise 

Industry News 

Annual 

Report2023 

アメリカ R5.1.5 純広告 

1ページ 

欧米船社が寄港の参考に使用する年

間誌へ純広告掲載。沖縄の継続的な

認知向上を図る 

3 Cruise 

Industry 

Winter 2022-

2023 

アメリカ R5.1.10 記事広告 

2ページ 

世界的に最も市場が大きい米国での

訴求力が高い媒体に対し、沖縄の港

湾情報・周辺地域の観光 PRを掲

載。 

4 Cruise 

Passenger 

オースト

ラリア 

R5.2.26 デジタル 豪州で購読者の多いクルーズ専門誌

のデジタル広告を活用し、寄港地沖

縄の認知拡大及び訪沖クルーズ客獲

得を図った。 

5 Cruise 

Traveller 

2023春号 

日本 R5.3.30 記事広告 

5ページ 

純広告 1

ページ 

TEJアンケートで高い関心が見られ

た「フライ＆クルーズ」情報を日本

市場に向けて発信。 

 

6 Seatrade 

Cruise Global 

Review3月号 

欧米 R5.3.23 記事広告 

4ページ 

欧米最大級のクルーズ見本市である

シートレード・クルーズ・グローバ

ルへ内で配布される広報誌

『Seatrade Cruise Review』3 月号

へ出稿し、出展との相乗効果を図っ

た。 

7 Cruise and 

Ferry 

フランス R5.3.23 記事広告 

2ぺージ 

エクスペディション船ポナンの特集

号を計画する本誌にポナン社の沖縄

エクスペディション情報を掲載。仏

国での沖縄の認知向上に繋げた。 
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（２）クルーズ船寄港促進支援 

新型コロナウイルスの感染防止対策の徹底、着地型観光の促進、小規模離島への周

遊クルーズを促進するため、以下のインセンティブを用意し、寄港促進、質の高いク

ルーズ観光の促進を図った。 

 

   ア. 寄港促進支援 

【支援実績】 

・安全・安心なクルーズ寄港促進支援：ぱしふいっくびいなす、ポナン 

・着地型観光促進支援：ポナン 

・離島周遊促進支援：ポナン 

 

イ. 連携プロモーション 

     船社等から申請等がなかったことから、実施なし。 

 

 ウ. フライ＆クルーズ促進支援  

     県内港湾を発着するフライ＆クルーズの計画はあったが、感染状況等によりキャ

ンセルとなったため、実施なし。 

  

（３）受入体制強化事業 

   本県のクルーズ船寄港時の受入体制を強化し、乗客・乗員の沖縄滞在時満足度を向上

させ継続した寄港につなげるため、次の取り組みを行った。 

 

ア. クルーズ船おもてなし支援 

R5.1.2に、邦船・ぱしふぃっくびいなすのコロナ後初寄港及びラストクルーズ（退

役）があったが、その際には、那覇港管理組合の予算で実施することとなったため、

本事業での実施はなし。 

 

イ. シャトルバス支援 

       県内港湾発着のフライアンドクルーズの実施がなかったため、支援実績はなし。 

 

ウ. 県内各港湾への受入支援業務 

        令和 4年 6月に国内クルーズのぱしふぃっくびいなすの寄港により、本県クルー

ズ寄港が再開され、その後年末には、にっぽん丸、ぱしふぃっくびいなすラストク

ルーズの寄港に至った。令和５年 3月には、約３年ぶりに国際クルーズ初再開とな

るウエステルダムの寄港を皮切りに、３月末までに沖縄全体で９本（８隻）の寄港

につながり、これまで県・OCVBで誘致、寄港地と調整を重ねて来た、ポナンによる

小規模離島を周遊する沖縄エクスペディションの実施が実現した。これらの寄港の

実現に向け、船社各社・地域の観光協会・事業者等と受入に関する支援行った。 
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    【受入支援業務概要】 

№ 訪問先 実施日 概要 

1 ポナン社離島視察同

行（八重山、久米島、

伊平屋） 

R4.5.16～19 

R4.5.31～6.2 

2023年及び 24年に離島エクスペディ

ションを計画しているポナンの離島視

察に同行し、スムーズな受入に向けて

各離島の首長の表敬訪問、港湾・観光

担当部局/協会、民間事業者等と意見交

換を行った 

2 ぱしふいっくびいな

す本部港入港に当た

っての対応 

①コロナ陽性者搬送

車両の確保 

②医療従事者・キー

パーソンによる船内

の感染対策の説明 

③歓迎ブース設置及

び見送り行事 

R4.6.29～30 ①沖縄県のクルーズ受入方針に示され

ている「搬送体制確保」を行うため、コ

ロナ陽性者の搬送車両の確保・養生を行

った。 

②安心・安全なクルーズへの理解促進の

ためクルーズ船受入協議会構成員の港

湾関係者及び医療関係者の船内見学を

実施した。 

③コロナ後初入港となる「ぱしふぃっく 

びいなす」に歓迎の意を表し、寄港に合

わせて歓迎ブース設置、見送り行事を行

った。 

3 ぱしふいっくびいな

すラストクルーズ受

入対応 

R4.12.31 

石垣港 

 

R5.1.2 

那覇港 

石垣港内では観光案内所を設置、最終

寄港地那覇港では那覇クルーズ船受入

推進協議会の主催イベントに協力し、

ラストクルーズを盛大に見送った。今

後の国際クルーズの受入に向けた受入

団体間の関係強化が図られた。 

4 観光案内所の設置・

運営 

R5.3.9～30  2023年 3月から再開された国際クルー

ズ船の受入、二次交通の手配・案内等

による寄港地観光を楽しんでもらうた

め、観光案内所の設置・運営、乗客の

導線、タクシーの配置等の対応を行っ

た。 

5 ダイヤモンド・プリン

セス運航再開前トラ

イアルクルーズ対応 

R5.3.10～14 ダイヤモンド・プリンセス運航再開に

際してのトライアルクルーズに参加

し、船内の感染対策、JICC ガイドライ

ンに基づく対応の確認、参加した港

湾・観光関係の行政機関等とのネット

ワーク構築を図った。 
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8 ウェステルダム（那

覇港再開第１号）の

お出迎え 

R5.3.9 国際クルーズの県内再開第１号ホーラ

ンド・アメリカ・ライン Westerdam の

歓迎行事を行い、メディアに向けて発

信した。 

9 ポナン 沖縄エクス

ペディション寄港歓

迎 

R5.3.25 ポナン社小規模離島周遊沖縄エクスペ

ディションの実現に際し、ポナン社日

本・韓国支社長の歓迎、現地対応 CIQ

等関係機関へ謝意表明、2024 年のエク

スペディション受入に向けた引継ぎ等

を行い、次年度以降のエクスペディシ

ョン拡大に向けた関係強化を図った。 

    

(４) クルーズ環境・需要調査 

沖縄県では沖縄クルーズの方向性としての量から質への転換を掲げており、その一環

として県内消費額の向上にむけた富裕層の取り込みを強化するにあたり、個人所有のス

ーパーヨットの受入検討を進めるにあたり、スーパーヨットの動向、ニーズや受入条件

についての知見を深める事を目的として調査事業を実施した。 

 

８．戦略的МＩＣＥ誘致促進事業 

令和 4年度は、引き続きコロナの拡大が日本及び世界各地で増減を繰り返したが、重症

化するケースも減少したことなどから、まずは日本国内において MICE、特にインセンティ

ブ旅行案件に関する問い合わせ及び開催件数が大幅に増えた。また、対海外市場において

も、令和 4年 10月からは「国際的な人の往来再開に向けた措置」が大幅緩和され、実質的

に海外からの個人旅行が解禁となり、本県でも 10月を機に、香港、台湾、韓国から沖縄県

への直行便が次々と就航再開され、韓国、台湾などからのインセンティブ案件も再開され

た。 

誘致・営業活動においては、各団体主催の商談会、県外における沖縄 MICE セミナー商

談会、「沖縄 MICEプロジェクト（旅行会社招聘ツアー・商談会）」、米国、欧州からのキー

パーソン招聘など、諸々3年ぶりのリアル開催が実現でき、市場の回復が活性化し、対面

式の誘致活動から多くの問い合わせや実際の成約にも結び付いた年であった。活動にあた

っては最新情報の提供はもちろんのこと、持続可能な MICE開催を促進するため、SDGsに

資する内容も取り入れるなどの工夫を行った。 

今年度は日本から海外への渡航（アウトバウンド）について、特に団体旅行は厳しい状

況であったため、これまで海外で開催されてきた MICE 案件が開催地を国内（沖縄）に振り

替えるケースも多く、沖縄は当たり年であったとの声も旅行会社から多く寄せられた。今

後の誘致・営業活動にあたって課題となるのは、雨天対策と受入体制。沖縄は非日常的・

開放的な場所、コンテンツを MICE開催地の魅力の一つとしているが、雨天時の代替策に乏

しい（団体向けに、屋内で沖縄らしさを提供できるコンテンツがかなり限られている）状
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況。受入体制については、受入事業者（バスやタクシー、宿泊施設・宴会場等）における

人員不足により、大型団体の受け入れが困難な状況に陥っていた。また、今後はアウトバ

ウンド需要の回復が見込まれていることから、国内主催者による沖縄開催のリピート化を

促す新たな提案やフォローアップが重要であると考えられるほか、インバウンド需要の回

復も見込まれるため、航空便の回復状況等に応じて海外市場に向けた誘致活動も強化して

いく必要がある。 

「開催支援」については、対応件数が前年比 5～6 倍となるなど MICE 市場の回復が顕著

にみられる結果となった。国際会議等の海外案件については先述のとおり、10 月以降海外

からのリアル参加者がいる案件の実施や、県海外事務所などを通じた問い合わせが増え始め、

年末から 3月にかけて海外案件の支援数が徐々に伸びはじめた。また、今年度はコロナのた

めに休止していた支援メニュー（泡盛試飲ブースの設置、空港・港湾での出迎え等）再開に

向けた検討を進め、次年度以降の MICE開催案件について開催時の満足度向上を目指した。 

「受入体制整備」については、本県における MICE振興のための産学官連携組織「沖縄 MICE

ネットワーク」の事務局として総会（1回）、幹事会（3回）、勉強会（2回）、MICE 産業部会

（4 回）、会員交流会としてビジネスピッチ（1回）を開催し、機関紙を 2回発行した。 

MICE 人材育成事業では、MICE 業務経験 3 年未満の離島を含む広域での県内 MICE 関連企

業・団体に勤務する者を対象とし、「MICE」の基礎知識を身に着け、自社商品・サービスを

応用できる営業・企画能力向上を目的に、オンラインセミナー6 回、集合型研修 2 回、計 8

回を実施した。受講後のアンケート結果では、参加者の 98％がスキルアップ・能力向上の実

感を持ち、習熟度の分布では 2～3段階の向上を果たした。また 90％が業務に活かせる気づ

きを得ている。MICE 業務経験 3 年未満の受講者にとって、参考としやすい県内事例を中心

に適切なセミナー内容・講師選定を行った結果だととらえることができる。 

専門アドバイザー派遣では、MICE関連事業者が抱える課題等に対し助言及び指導を行い、

主催者ニーズに対応可能な能力・技能の向上やサービスの拡充を図ることによって MICE 受

入体制整備を行った。本事業のアンケート結果では、申請のあった 6事業者から「非常に役

立った・役立った」の回答を得ることができた。昨年度より派遣期間・回数・派遣分野を増

やしたことで、アドバイスできる幅も広がり、活用者からの満足度も非常に高かった。アン

ケート結果からも分かるように、課題解決に向けた取り組みの提示や指導を専門アドバイザ

ー中心に適切に行うことができた。 

 

（１）誘致・営業活動 

ア．MICE商談会・見本市参加 

沖縄での MICE開催の魅力を広く発信するため、各種商談会・見本市へ参加した。 
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図表 1【令和 4年度 MICE見本市・商談会一覧】 

 

イ．訪問営業（MICEセミナー開催、営業訪問など） 

令和 3 年度はコロナの影響により訪問営業の代わりにウェビナー（「トレーニング

プログラム」）を実施したが、今年度は状況が落ち着きはじめ、旅行手配の再開等に

視聴側の旅行会社は大変多忙となり、ウェビナーへの集客が厳しくなった。このため、

旅行会社の日程、ニーズごと（新規施設、支援メニュー、MICEナビ活用方法、離島、

体験プログラム、SDGs 等）に内容をカスタマイズした個別勉強会（対面及び一部オ

ンライン）に切り替えたところ、開催希望も多く好評であった。また、個別勉強会開

催後は具体案件の相談等も劇的に増えた。 

 

図表 2【令和 4年度沖縄 MICEトレーニングプログラム及び個別勉強会 実績一覧】 

■MICEトレーニングプログラム（ウェビナー）  

1 4月 20日 第 1回 MICEトレーニングプログラム  53 

2 5月 26日 県内事業者向け 51 

 

■旅行社個別勉強会（リアル・オンライン） 
 個別勉強会  参加人員 

1 4月 1日 日本旅行「沖縄 MICE 勉強会」1回目 21 

2 4月 8日 日本旅行「沖縄 MICE 勉強会」2回目 16 

3 4月 15日 日本旅行「沖縄 MICE 勉強会」3回目 36 

4 5月 11日 近畿日本ツーリスト 東京支店 17 

5 5月 19日 近畿日本ツーリスト 九州エリア 8 

No.  催事名 開催地 
実施 

時期 

対

象 

商談 

件数 

1 
JNTOインセンティブ旅行オンライン商談会 

（韓国市場） 
オンライン 8/24 MI 9件 

2 九州＆沖縄 MICE商談会 in TOKYO 2022 東京 9/7 MC 13件 

3 
JNTO VISIT JAPANトラベルマート＆MICE

マート 
東京 

9/22-

23 
MI 16件 

4 MICE EXPO in KANSAI 2022 大阪 12/7-8 MIC 7件 

5 
JNTOインセンティブ旅行オンライン商談会 

（台北市場） 
オンライン 12/14 MI 6件 

6 

国際 MICEエキスポ（IME 2023） 

※沖縄コンベンションセンター、 

万国津梁館との共同出展 

東京 2/16 MIC 20件 

        計 71件 
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6 5月 20日 日本旅行中部営業本部 11 

7 6月 21日 JTB大阪第 2事業部 10 

8 7月 19日 東武トップツアーズ㈱東京法人西事業部 22 

9 7月 21日 
近畿日本ツーリスト名古屋法人 MICE支店

2課 
7 

10 7月 25日 
近畿日本ツーリスト名古屋法人 MICE支店

1課 
10 

11 8月 1日 JTB東京旅行センター 20 

12 8月 3日 株式会社ジャルパック 12 

13 8月 30日 株式会社ジェーアール東海ツアーズ 10 

14 9月 14日 ANAあきんど 20 

15 11月 9日 

近畿日本ツーリストコーポレートビジネ

ス 

八重山研修「事前勉強会」 

35 

16 11月 16日 JTB水戸支店 15 

17 11月 30日 
東武トップツアーズ㈱東北営業本部 

（支店長会議） 
10 

18 12月 16日 日本旅行中部営業本部 20 

19 1月 11日 ANAあきんど 21 

20 3月 6日 JTB北海道事業部 10 

     合計 331 

 

このほか、訪問やオンラインによる営業活動について、東京事務所職員を中心にコ

ンベンション、インセンティブ合わせて 1,078 件の対応（訪問、電話・メール対応を

含む）を実施し誘致活動を行った。また、今年度は県外（大阪、東京）にて 3年ぶり

に対面式のセミナー商談会が実施でき、沖縄 MICE コンテンツの最新情報の提供とと

もに、県内出展事業者の効果的なビジネスマッチングに努めたところ、バイヤー、セ

ラーともに高評価を得た。 

 

【大阪】 

1.日  時：令和 4年 9月 6日（火） 13:00～17:00  

2.場  所：梅田センタービル クリスタルホール 

3.出展者数：県内事業者 24社 

4.参加者数：(関西地区旅行社、PCO、MICE 主催者を含む)32社 55 名 

5.商談件数：全体 142件、OCVBブース 8 件 
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【東京】 

1.日  時: 令和 4年 9月 8日（木） 13:00～17:00 

2.場  所：東京交通会館 12F カトレアサロン 

3.出展者数： 県内事業者 29社 

4.参加者数：(関東地区旅行社、PCO、MICE 主催者を含む) 70社 109 名 

5.商談件数：全体 220件、OCVBブース 6 件 

 

ウ．沖縄 MICEプロジェクト 

例年実施していた招聘ツアーと商談会「沖縄 MICEプロジェクト」も 3年ぶりのリ

アル開催が実現できた。沖縄への誘致が期待できる県外旅行会社の MICE 担当者 19 

名を招聘し、沖縄の新しい魅力ある MICE および県内 MICE 関連事業者を紹介し、本

県での MICE 開催誘致促進に繋げることを目指して実施した。 

 

【視察ツアー】 

日 時：令和 4 年 11 月 29 日（火）～12 月 1 日（木） 

内 容：県内 MICE 施設、コンテンツの視察、体験 

（ツアーテーマ：NEW & SUSTAINABLE） 

視察先：沖縄アリーナ、琉球ホテル＆リゾート名城ビーチ、沖縄プリンスホテ

ルオーシャンビューぎのわん、MROJAPAN 格納庫見学、ビーチクリーン

体験等 

 

【商談会・交流会（ネットワーキングレセプション）】 

日  時：令和 4 年 11 月 30 日（水）(商談会)14:30－17:45 

(交流会）18:00-21:00 

場  所：琉球ホテル＆リゾート名城ビーチ 

出展者数：県内 MICE コンテンツ事業者 33 団体 

商談件数：事前マッチング 171 商談 

内  容：商談会、旅行社と県内事業者の交流会 (チームビルディング、模擬

パーティー) 

 

エ．キーパーソン招聘 

今年度は 2 件のキーパーソン招聘を行った。1 件目の「都市間連携ファムトリッ

プ」は、東京観光財団（TCVB）連携の下、企業の報奨旅行等を取り扱う海外の開催

地決定に影響力のあるミーティングプランナー（MP）を米国より招聘した。リゾー

トホテルや文化体験プログラムは送客できるレベルと評価された。一方、食事につ

いては保守的な顧客が多いとのこと、沖縄料理の提供方法やメニューバランスにつ

いてアドバイスが得られた。東京開催予定案件に加え、沖縄までの延泊につなげる

までは継続アプローチが必要と感じられた。2件目は、本県にて MICE 案件の開催を
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検討しているキーパーソンをスイスより招聘した。（本件は令和 2 年度 JNTO より紹

介を受け視察を調整していたがコロナ感染拡大の影響により延期となっていた。）新

型コロナウイルス感染症の影響として、オープンエアの会場など細かいリクエスト

をヒアリングし行程を作成したところ、ラグジュアリーホテルや沖縄、石垣の魅力

ある豊富な文化コンテンツに評価を得られた。2023 年 11 月の開催誘致を目指し引

き続きフォローを行う。 

 

オ．プロモーションツール等作成 

沖縄での MICE開催に向けた営業活動に使用するため、プロモーションツール（動

画、パンフレット、ノベルティ）を作成した。作成にあたっては沖縄 MICE ブランド

に加え、サステナビリティを意識したテーマ設定を行った。印刷物の製作においては、

印刷事業者選定の際にグリーンプリンティング認定取得を条件とし、SDGs を意識し

た調達方法に配慮した。また部数は最小限としデジタル版の制作も併せて行うこと

で、紙資源の無駄を極力排除するよう工夫した。ノベルティの製作にあたっても、沖

縄 MICEブランド、本県の SDGsへの姿勢を示すことはもちろん、県内での MICE開催

時の記念品提案用のサンプルとなることも目指し商品を選定した。これらのツール

は、旅行会社・主催者等からのニーズは高く、各種営業活動、セミナー、問い合わせ

対応に必要不可欠であり、沖縄 MICEの魅力、基礎情報、沖縄 MICEブランド、SDGsへ

の取り組みを効果的に発信でき、認知・興味・関心向上につなげられた。 

 

カ．Web・メディアプロモーション 

沖縄 MICE 情報 Web サイト「おきなわ MICEナビ」については、先述の MICE セミナ

ー＆商談会、沖縄 MICE プロジェクトの実施に先立ち、事業者情報の更新を行うこと

で、セミナーや商談会の参加者に向けた最新情報の提供に努めたほか、県内事業者に

対しても同 Webサイトの積極的な活用を促す取り組みを実施した。 

メディアプロモーションにおいては「MICE×サステナビリティ」をテーマに、企業

旅行向けには旅行会社等の提案者、ミーティング・コンベンション向けにはミーティ

ングプランナーや主催者へ向けた構成で記事広告を作成・掲載し、選ばれ続ける開催

地として進化し続ける沖縄を PRすることで、本県における MICE開催機運の醸成を図

った。 

 

キ．MICE関連調査 

コロナの流行による本県の MICE 開催への影響等をふまえ、本県における MICE 開

催実績や経済効果等を調査し、把握・分析することで、今後の MICE 施策推進の指針

となる基礎資料として活用することを目的として、原単位調査及び開催実態調査を行

った。原単位調査では、平成 29 年～令和 3 年の過去 5 年を対象に、「参加者原単位」

「主催者原単位」「出展者原単位」「出展者数」の調査・分析を実施した。 

開催実態調査では、県内 510 の会議施設、ホテル、自治体管理施設や旅行会社等 
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を対象に MICEの受入件数調査を実施した。回答率は 70％を目標値として設定してい

たところ、414の依頼先から回答があり回答率は 81％と目標値を達成することができ

た。目標を達成できた要因として、開催実態調査資料一式の到着確認架電、締切期日

リマインド架電、締切終了後リマインド架電を実施したこと、さらに必要に応じて直

接訪問やオンラインにて協力依頼を実施したことが挙げられる。 

 

（２）開催支援 

ア．誘致・開催支援助成金、開催歓迎支援 

沖縄での MICE 開催を加速するため、下記の支援メニューについて、その公募・審

査・精算等を実施した。 

 

図表 3【令和 5年度 開催支援 支援メニューの種類及び実績】 

 

MICE貸切バス等運行支援、コンベンション開催支援、開催歓迎支援などの各種支

援メニューを活用することにより、MICE開催時の満足度向上を図ると同時に、支援

事業そのものが誘致のためのセールスツールとなっている。昨年度と比べ今年度は

コロナの影響によるキャンセル案件は減り、支援件数は増加している。支援担当者

においては、東京事務所に配置している人員を含めた誘致担当者と連携し、次年度

以降の案件に関する問い合わせ対応を含め、事業費の利用を伴わない活動も併せて

実施した。 

 

（３）受入体制整備 

ア．沖縄 MICEネットワークの運営 

平成 29 年 7 月に策定された「沖縄 MICE 振興戦略」に基づき、本県における MICE

振興のための産学官連携組織「沖縄 MICEネットワーク」の事務局として総会（1回）、

幹事会（3回）、勉強会（2回）、MICE産業部会（4回）、会員交流会としてビジネスピ

ッチ（1回）を開催し、機関紙を 2回発行した。 

産業部会では会員間連携促進を目的として部会員同士の視察会を実施したほか、人

材育成確保を目的として既存の「沖縄 MICE入門」パンフレットを更新し、MICEネッ

支援メニュー 
国内 

(件) 

海外 

(件) 

合計 

(件) 

うちキャンセル等 

対応（件） 

①MICE貸切バス等運行支援 56件 0件 56件 11件 

②コンベンション開催支援 

（Web 開催等による人数条件不適合、 

 中止、次年度以降延期を含む） 

14件 9件 23件 3件 

③開催歓迎支援 99件 10件 109件 6件 

－ミーティング・コンベンション 46件 6件 52件 0件 

－インセンティブ 53件 4件 57件 6件 

④ MICE視察支援 4件 0件 4件 0件 
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トワーク会員へ配布を行うことで、インターンシップや職場体験での活用を促した。 

MICE の開催促進及び開催時の満足度向上を目的とした「MICE 向け企画開発支援」

は 1件申請があったが、審査の結果不採択となり、支援実績は 0件となった。 

第１回勉強会及び会員交流会（ビジネスピッチ）は総会併催催事としてハイブリッ

ト開催を実施し、遠隔地からの参加が可能であると同時に実会場での名刺交換・情報

交換の機会を提供することができ、参加者から好評を得た。 

令和４年度はコロナによる行動制限が緩和されたことから、会員向け催事はリア 

ル・ハイブリッド開催を中心としたが、観光・MICE需要回復に伴い MICE 関連事業者

が多忙な状況から参加者が集まりづらい状況であったため、今後も引き続き参加しや

すい時期や開催方法に配慮して実施する必要がある。 

 

イ．MICE人材育成事業 

MICE業務経験 3年未満の離島を含む広域での県内 MICE関連企業・団体に勤務する

者を対象とし、「MICE」の基礎知識を身に着け、自社商品・サービスを応用できる営

業・企画能力向上を目的に、オンラインセミナー6回、集合型研修 2回、計 8回を実

施した。受講申込者数は 31 人で、各回の参加者数は以下図表 4 の通り。受講後のア

ンケート結果では、参加者の 98％がスキルアップ・能力向上の実感を持ち、習熟度

の分布では 2～3段階の向上を果たした。また 90％が業務に活かせる気づきを得てい

る。MICE 業務経験３年未満の受講者にとって、参考としやすい県内事例を中心に適

切なセミナー内容・講師選定を行った結果だととらえることができる。 

 

図表 4【MICE人材育成事業 実施内容一覧】 

No

. 
実施日 セミナーテーマ 講師名 

参加 

人数 

1 7/14 MICE 基礎講座 ジョンソン 美枝 氏 

（株式会社沖縄コングレ) 

22名 

2 7/14 MICE ビジネス基礎講座 1「学会・コンベン

ション」 

寺山 優子 氏 

(沖縄コンベンションセンター 副館長) 

20名 

3 7/20 MICE ビジネス基礎講座 2「展示会・見本

市」 

平井 啓司 氏 

(琉球物流株式会社 総務部 専任部長) 

20名 

4-1 7/20 MICE ビジネス基礎講座 3 「ミーティン

グ・インセンティブ」 

河原 孝之氏(東武トップツアーズ株式会社 沖縄

支店 シニアプロデューサー) 

18名 

4-2 7/20 MICE ビジネス基礎講座 4「スポーツホスピ

タリティ」 

三浦 鮎子氏(STH Japan 株式会社) 16名 

5 7/27 ワークショップ 1 「沖縄 MICE ブランド活

用法」 

高橋 巧 氏(株式会社南都 執行役員 ガンガラー

の谷事業所長) 

17名 

6-1 8/17 応用ビジネス講座 1「離島と MICE」 平山 茂治 氏(一般社団法人宮古島観光協会 専務

理事) 

17名 
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6-2 8/17 応用ビジネス講座 2「ホテルビジネスと

MICE」 

平田  実 氏(ロワジールホテル&スパタワー那覇 

販売グループ) 

15名 

7-1 8/17 応用ビジネス講座 3「自社資源の応用活

用」 

中里 迅志 氏(有限会社神村酒造 代表取締役社

長) 

14名 

7-2 8/17 応用ビジネス講座 4「ニューテクノロジー

の応用活用」 

宮良 哲史 氏(株式会社アイレント 代表取締役社

長) 

14名 

8 8/23 ワークショップ 2「MICE 開催におけるサス

テナビリティ」 

岩村 俊平 氏(一般財団法人沖縄県環境科学セン

ター 業務部長兼 SDGs実行班長) 

10名 

 

ウ．アドバイザー派遣 

MICE市場において、主催者の MICE開催に求めるニーズが多様化し、MICE関連事

業者に求められる能力・技能が拡大していることに加え、安心・安全な MICE開催

や、サステナビリティなどの主催者ニーズに対応した MICEプランの提供が必要とな

っている。そこで専門アドバイザーを派遣し MICE 関連事業者が抱える課題等に対し

助言及び指導を行い、主催者ニーズに対応可能な能力・技能の向上やサービスの拡

充を図ることによって MICE受入体制整備を行った。 

 

【令和 4年度派遣分野】 

① カーボン・ニュートラル（カーボンオフセット） 

② 感染症対策 

③ 商品開発（SDGs、チームビルディング） 

④ ブランディング 

⑤ プロモーション（ターゲティング、手法） 

⑥ セールス（プレゼンテーションスキル、インスペクション対応スキル） 

 

９．観光誘致対策事業（ＭＩＣＥ推進課） 

沖縄開催案件誘致を促進するためのマーケティング活動として、MICE 主催者および関係

者へのセールス訪問（オンラインによる面談を含む）を行ったほか、日本政府観光局（JNTO）、

日本コングレス・コンベンション・ビューロー（JCCB）、九州・沖縄地区コンベンション推

進団体連絡会等の実施するマーケティングに係る会議やセミナー等へ出席し、情報収集や連

携推進を行った。 

具体的には、JNTO主催 MICE セミナー（令和 4年 6 月）や沖縄県・JNTO連絡協議会（令和

4年 11月）に参加し、コロナを取り巻く MICE市場動向の情報を入手しつつ、JNTO と連携し

た事業推進について意見交換を行った。（すべてオンライン参加） 

また、上越市で開催された「JCCB 2022年度第１回コンベンションビューロー部会」にお

いては、コロナ禍における各都市の MICE 開催状況の現状・課題と、ポストコロナに向けた

展望と対応策などについて活発な意見交換を行い、MICE 市場復活に向けた情報の収集を行

った。 



５０ 

また、本事業において東京事務所に配置した MICE 専任職員による営業活動として、令和

3 年度はコロナの影響により訪問営業の代わりにウェビナー（「トレーニングプログラム」）

を実施したが、今年度は状況が落ち着きはじめ、旅行手配の再開等に視聴側の旅行会社は大

変多忙となり、ウェビナーへの集客が厳しくなった。このため、旅行会社の日程、ニーズご

と（新規施設、支援メニュー、MICE ナビ活用方法、離島、体験プログラム、SDGs 等）に内

容をカスタマイズした個別勉強会（対面及び一部オンライン）に切り替えたところ、開催希

望も多く好評であった。 

加えて、今年度は観光庁の「海外のインセンティブ旅行誘致に関わるコンベンションビュ

ーロー等の機能高度化事業」支援対象都市として沖縄県（および長崎市）が選定され、海外

インセンティブ旅行案件の獲得にあたって CVB や DMO に求められる役割などをテーマとし

た講演の聴講ならびにワークショップを行った。実施にあたっては OCVB のみならず、沖縄

MICE ネットワークを中心に海外インセンティブ旅行の取り込みに積極的な県内事業者を募

り、海外インセンティブ旅行市場の動向把握や、今後の回復に向けて本県での受け入れ体制

整備に関する課題について情報収集、意見交換を実施した。 

このほか、2025年の万博開催に向けた関西地区 MICE の機運醸成を目的とした「MICE EXPO 

in KANSAI 2022」が初開催となり出展した。来場者が少なく、また主催の目的が「関西地区

の MICE ビジネス機運向上」に向いていた（会場担当者などからヒアリング）こともあり、

出展者への営業が多い会となった。 

また、日本最大規模の「食」をテーマとした国際商談会「10th沖縄大交易会 2022オフィ

シャルガイドブック」において、MICE開催地・沖縄としてのブランドイメージ訴求を目的と

した純広告の掲載、ならびに沖縄の伝統工芸品普及と SDGsの啓蒙（地域の持続可能な発展）

を MICE 開催の際の記念品として活用してもらえるよう、主催者向けの営業サンプルとして

伝統工芸品ノベルティを購入したほか、沖縄 MICE ブランドの訴求を目的とした展示商談会

用背面タペストリーを製作した。 

 

１０．フィルムツーリズム推進事業 

映画やドラマなどの撮影を誘致することで、舞台となったロケ地・原作地をめぐる旅

である「フィルムツーリズム」を推進するとともに、撮影隊の滞在による経済効果を高め

ることを目的に撮影の誘致及び支援活動を行ない、映像を活用したロケ地沖縄の魅力発信

を行った。 

年度前半は引き続きコロナの影響で一部、規制や自粛等の制限があったものの、4月か

ら放送が開始された NHK朝の連続テレビ小説「ちむどんどん」をきっかけに、フィルムツ

ーリズムの回復に弾みがついた。当該作品に関わる、約 100名のスタッフによる大型ロケ

が 5月に実施できたことは、コロナ禍においても適切な感染防止対策を講じた上で、撮影

体制の構築が十分に可能であることの証明になった。コロナ期間中は、遠方であるとの理

由から多くのロケが自粛を余儀なくされ、沖縄の露出が減少していたが、9月末の放送終

了まで約半年間、毎日沖縄関連の情報が作品に乗って発信された。これにより、県外アン
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テナショップの売り上げ増加、対前年比で入域観光客数が倍増するなど様々な効果を生ん

だ。 

その他のコンテンツについても問い合わせや県内での撮影が増加し、特に TV番組や

WEB 動画が昨年よりも大幅に増加し、コロナ禍前の勢いが戻りつつある。また、昨年度放

送され、沖縄フィルムオフィスとして PR支援を行った、南城市を舞台としたアニメが注

目を集め、多くのファンが誕生した。これを受け、南城市が予算を組みアニメツーリズム

を推進するなど、二次波及効果を生んだ作品もあり、フィルムツーリズムの広がりを感じ

られる動きも出てきた。アニメに関しては舞台となった地を巡る聖地巡礼が活発であるこ

とやアニメとコラボしたご当地グッズの需要が高いなど観光との親和性が非常に高いこと

から、今後も開拓すべき分野であると考える。 

 

(１) フィルムコミッション窓口業務 

ロケ支援のワンストップ窓口として、電話やメールでの問合せに対し、ロケ地情報

提供やロケ現場でのサポートを行った。昨年度は新型コロナの影響で遠方での撮影等

をなかなか行えない状況だったこともあり、コロナ禍での撮影の可否や受入れ状況に

関する問い合わせが多かったが、今年度は撮影のためロケ地の紹介依頼や撮影許可先

など、具体的な問い合わせが増えた。上半期は CM や MV、TVの情報番組・バラエティ

等の問い合わせが多かったが、下半期からはドラマや映画案件の問い合わせが増えて

きた。また、海外からの企画も増え、業界全体の動きが活発化してきた様子が見受け

られた。 

問い合わせ件数は昨年度と比較し 186％の増加、ロケ支援件数は 225％といずれも大

幅に増加した。しかし、コロナ前の令和元年度（2019年度）と比較すると問い合わせ

件数は 85％、ロケ支援件数は 55％にとどまっており、本格的な回復についてはもう少

し時間がかかると思われる。ロケ地に関しては、海関連（ビーチ、橋、ドローン撮影

等）や、国際通りを中心とした那覇市街地の場所照会や申請先照会が多く、地域に偏

りがある印象である。また、撮影日直前（2、3日前）の問い合わせもあるため、撮影

側に対し引き続き前広に問い合わせ・申請等を行うよう周知していく。 

 

ア.撮影に関する支援 

（ア）窓口業務問合せ件数：157件(国内 144 件、海外 13件) 

（イ）ロケ支援件数：27件（国内 23件、海外 4件） 

（ウ）関係団体との連携：ＪＦＣ（特定非営利活動法人 ジャパン・フィルムコミ

ッション）理事会及び総会への参加 2回、定例マンスリーミーティング（オン

ライン）への参加、沖縄ブロック研修の開催 

（エ）ロケ受入実態調査：県内ロケ件数 551 件（国内 551件、海外 27件） 
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（２）国内外マーケット出展等 

国内外にて開催されるフィルムマーケット等にオンライン出展し、ロケ地としての

沖縄のＰＲやロケ撮影誘致にむけた PRとともに、沖縄ロケ作品の紹介やプロモーショ

ン支援、上映にふさわしいイベント等の情報収集を行った。また、沖縄ロケ作品の出

演者を招聘し、舞台である沖縄県内でドラマの世界観を感じることができるスポット

を巡ってもらい、本人および沖縄フィルムオフィスの SNS を通しての発信や、ガイド

マップの作成を行った。 

 

ア. マーケット等出展 

（ア）JFC全国ロケ地フェア 2022夏（東京） 

（イ）JFC全国ロケ地フェア 2023冬（東京） 

（ウ）TIFFCOM（オンライン） 

（エ）香港 FILMART(香港) 

イ．映像作品出演者の招聘 

    招聘期間：令和４年９月 17日～9月 19日 

招聘者：俳優  前田 公輝 

  

（３）地域魅力発信 

県著作短編映画を活用した上映会の実施や、国内外への県産コンテンツの紹介等を

行うことで上映の機会創出を行った。県外向けのプロモーションに加え、県民のロケ

受入れに関する理解促進と協力環境の醸成を目的に、県民向けの上映会も開催した。

また、FilmDooをはじめとする VOD等、オンラインを活用した露出も引き続き継続する

とともに、コンテンツリスト更新や県著作映画の貸し出しを行った。 

また、情報発信の一環として、WEBサイトでの情報発信、SNSを活用した情報発信・

拡散を行った。コロナ禍において WEB アクセスが増える中、制作者の情報収集に役立

つよう既存 WEB サイトのロケ地情報の更新や掲載情報拡充により情報プラットフォー

ム化とサイト価値向上を図った。その他、海外主要フィルムマーケットで配布される

ロケ地紹介ツールへの広告出稿、ロケ地としての沖縄の魅力紹介動画制作、沖縄作品

と連動したガイドマップ作成を行い、BtoB および BtoC 双方向けのプロモーションを

行った。 

 

ア．上映機会の創出 

（ア）NIPPON CONNECTION Films Festival2021 OnlineJapan Festival CANADA 2020 

を活用したプロモーション（ドイツ） 

・沖縄の映像作品および観光紹介ページ作成 

（イ）海外動画配信サイト「FilmDoo」での沖縄特集ページ 

（ウ）ヨーロッパの公共図書館における映像提供オンラインサービス AVAの活用 

（エ）沖縄県立図書館と連携した上映会および企画展（県民向け） 
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（オ）Cinandoを活用した沖縄コンテンツの PR 

（カ）短編映画の貸出 

航空機内上映や県内地域イベントなど 19 件へ貸出 

 

イ.情報発信強化 

（ア）WEBサイト情報更新 

（イ）ロケ地専門雑誌「WORLD of LOCATIONS」への広告出稿 

（ウ）ドラマと紐づけた「ちむどんどんガイドマップ」の作成 

（エ）ロケ地・沖縄紹介動画「Filming in Okinawa – Wonderful island for filming」 

の制作 

（オ）沖縄フィルムオフィス公式 Instagram・Twitter・Youtubeを活用した情報発信 

 

（４）受入整備強化 

令和 3 年度に作成した「ロケの円滑な受入れのためのガイドライン」の周知・浸透

を図るため、県内の市町村・観光協会を訪問し活用促進を呼びかけるとともに、地域

のロケ受入れ状況や課題等についてヒアリングと意見交換を行うことで県内の受入れ

体制の把握や連携方法を模索し、体制強化につなげる取り組みを行った。併せて各地

域で積極的に活用したい場所等を伺うことで新たなロケ候補地の開拓を進めた。 

また、昨今問い合わせが増えているドローンを使用した撮影について、市町村によ

って対応方法が異なっており、撮影受け入れに戸惑っている場面が多々見受けられる。

そのため、市町村や観光協会の担当者にドローンに関する知識や撮影申請手続きの流

れを知ってもらい、スムーズな受入れができるようドローンに関するセミナーを開催

した。併せて県内市町村や観光協会の担当者との連絡会を開催し、ロケーション撮影

受入に関する取り組みや課題の共有、及び関係者間の意見交換をすることで県内各団

体間のネットワークづくりのきっかけとし、必要に応じて協力体制を構築できるよう

な関係性構築を図った。 

 

ア.「ロケ受入ガイドライン」の周知 

市町村、観光協会等への訪問・ヒアリング：27団体 

＜主な意見＞ 

・撮影許可先が不明瞭で整理されておらずどこに問い合わせて良いかわからな

い場所がある。 

・行政担当者が変わる度に許諾申請方法が変わる場合がある。 

・撮影使用料の基準などがあるとよい。  

・沖縄県で撮影使用料など決めてもらいたい。 

・撮影に訪れていただけるのは良いことだが、マナーを守らない撮影事業者の方 

が一部おり、ロケ地を荒らされることがある。 

・観光協会が民間のコーディネーターの役割を無償で行っている状態もあり、 
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人員が割ければなんとかなるのだが、人手不足である。 

・撮影後の放映スケジュールや素材の提供など、撮影事業者から情報提供などが 

無い場合がある。 

 

イ．市町村、観光協会等向けドローンに関するセミナー（オンライン） 

   参加者：19名 

内 容：・現行のドローン操縦・飛行に関するルールについて  

       ・沖縄県内でのドローン撮影に関する申請から撮影までの事例紹介 

   ・ドローンを飛ばす方から地元に求めること 

  ・質疑応答 

 

１１．安全な沖縄観光地づくり事業 

観光客の安全確保と予防対策を目的に、沖縄へ来訪された観光客が安全・安心に楽しんで

もらうための情報発信に努めるとともに、各関係機関と課題解決に向け連携し、安全・安心・

快適な観光地づくりを推進した。 

 

（１）安全な観光地発信 

観光客の安全確保を目的に、滞在中の注意喚起等をまとめた啓発物の配布・制作を行

った。具体的には、観光客や観光関連事業者に対し、安全・安心に旅行を楽しんでもら

うための情報提供や、災害時の対応等をまとめた「沖縄観光安心安全ガイド」の小冊子

版・リングファイル版・カード版を、県内観光協会やホテル事業者等を中心に配布し、

観光関連施設を通じた観光客への注意喚起を実施した。なお、今年度においては、近年

増加する水害への意識啓発を目的に「沖縄観光安心安全ガイド」において、山・川での

アクティビティの注意点に関するページを追加するなどの刷新を行った。 

 

（２）台風時観光客受入事業 

台風により足止めとなった観光客の混乱を防ぎ、利便を図ることを目的として設置

された「台風時観光客対策協議会」において、各構成機関と連携し課題解決を図るべく

協議会を開催した（年 2回）。また、台風襲来により来県された観光客の足に影響があ

ると判断された場合に「台風時観光客対策協議会対策本部」を OCVB内に設置し、情報

収集および情報発信による注意喚起に努めた。 

   今年度は、コロナを経て、各公共交通機関や航空会社等の連絡先変更があったため、

2019年発行の「台風対策マニュアル」を一部修正および増刷を行った。なお、台風時

観光客対策協議会については、組織が一部機能していないため、継続協議を行う。 
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１２．観光危機管理体制構築支援事業 

第２次沖縄県観光危機管理計画（以下、計画）並びに沖縄県観光危機管理対応マニュ

アル（以下、マニュアル）に基づき、観光地としての安全・安心を確保すべく、国、市町

村、地域観光協会、観光関連団体・事業者等と連携し、コロナを含めた観光危機に関する

取組を実施した。 

 

（１）第２次沖縄県観光危機管理計画の周知 

平成 23 年度に観光危機管理体制の整備に着手して以降、令和 4 年 3 月に計画改定さ

れるまでの、沖縄県における観光危機管理の取り組みや、改定のポイント・概要につい

て説明を行った。 

日 時：令和４年９月８日（水）14:00～15:30 

場 所：オンライン開催 

参加者：44団体 74名 

 

（２）市町村の観光危機管理計画等策定支援 

観光危機管理計画未策定の市町村に対し、観光危機管理の専門家を派遣し策定支援

を行った。 

支援対象：南大東村、竹富町 

（全市町村向けアンケート結果をもとに選定） 

日 時：令和 5年 2月 1日   事前説明会及び各町村へのヒアリング 

2月 20日  南大東村への支援 

2月 27日 竹富町への支援 

3月 6日  まとめ講習会 

 

（３）観光危機管理体制運用図上訓練の実施 

災害・危機発生時において、計画及びマニュアルの実効性等を検証、観光危機管理

体制の充実と関係機関相互の連携強化（顔の見える関係の構築）、現場における対応

力の一層の向上を図ることを目的に、観光危機管理体制運用図上訓練を実施した。 

 

【概要】 

ア.事前説明会 

       訓練参加者を対象に、以下の日時・内容で事前説明会を実施した。 

       日時：令和 4年 10 月 25日（火）14:00～16:00 

       場所：オンライン開催 

 

イ.訓練実施 

日時：令和 4年 11 月 15日（火）10:00～17:00 

場所：沖縄空手会館 
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       参加機関：33機関 112名 

       受託事業者：株式会社エス・ピー・ネットワーク 

訓練内容：初動対応・帰宅支援・復興対応 

 

（４）安全・安心周知啓発プロモーションの実施 

観光危機管理体制運用図上訓練において、災害発生時には情報収集・発信が重要で

あることが改めて認識されたことから、通信手段を確保できるノベルティ（防水スマ

ホケース）を制作し配付した。 

制作物：防水スマホケース（防水保護等級 IPX8：水面下での使用が可能） 

デザイン：沖縄防災情報ポータル ハイサイ！防災で～びるの webサイト QRコードな 

ど、災害・事故発生時に正確な情報を入手できる内容とした。 

 

１３．階層別観光人材育成事業 

（１）専門家派遣 

コロナの長期化により、経営への影響が拡大・深刻化している県内の観光関連中小企

業及び小規模事業者を対象に専門家を派遣し、財務課題、既存事業の見直し、経営理念、

自律的な組織及び人づくりなど、経営課題解決を図るための助言を行った。 

また、広い分野で企業の希望に適した専門家の派遣ができるよう、(公財)沖縄県産業

振興公社、(一財)沖縄 IT イノベーション戦略センターと連携し、事務局が実施する事

業者への事前ヒアリング、検討委員会での専門家選定、支援計画策定等を行った。 

実施期間：令和 4年 9月～令和 5年 2月 

実施件数：11社（最大 4回まで支援） 

 

（２）令和 2年度及び 3年度専門家派遣活用事業者へのフォローアップ支援 

当初目標の達成、効果の持続性の確保、目標達成に向けた継続的な取組みの促進等

を目的として、過去に専門家派遣を活用した事業者を対象として、専門家派遣終了後

の状況等に応じてフォローアップ支援を実施した。 

対 象：令和 2年度階層別集合型研修委託業務および令和 3年度観光人材育成・確 

保促進事業における専門家派遣を活用したことのある事業者 21 社のうち、フ

ォローアップ支援を希望した事業者。 

実施期間：令和 5年 1月～2月 

専門家派遣回数：1回（2時間程度） 

実施件数：10社 

 

（３）地域観光協会・DMO 向けセミナー 

持続可能な沖縄観光の推進に向けて沖縄観光の質を高めるため、地元消費を促進し、

地域の事業者や住民等関係者の統率を担う観光協会等の育成・基盤強化が求められて

いる。県内各協会等においては人材・財源不足等の課題があるが、コロナからの回復
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後も見据え、戦略的な地域経営ができる人材の育成を図るため、セミナーを実施した。 

 

  日時： 第 1回 7月 26 日（火）10:00～12:00、13:00～14:30 

講師：玉川大学 観光学部 客員教授 折戸 晴雄 

受講者数：16名  

テーマ：経営戦略 

 

     第 2回 7月 28 日（木）9:00～10:30 

         講師：近畿大学大学院 商学研究科 教授 高橋 一夫 

         受講者数：19名  

テーマ：財源の確保① 

     第 3回 8月 4日（木）9:00～10:30 

講師：近畿大学大学院 商学研究科 教授 高橋 一夫 

         受講者数：16名  

テーマ：財源の確保②  

     第 4回 8月 18 日（木）9:00～10:30 

講師：(株)キネッソジャパン DX Solution Unit Unit Director  

小林 圭介 

         受講者数：15名  

テーマ：デジタルマーケティング（概念編）① 

     第 5回 8月 24 日（水）9:00～10:30 

講師：(株)キネッソジャパン DX Solution Unit Unit Director  

小林 圭介 

         受講者数：17名  

テーマ：デジタルマーケティング（概念編）② 

       第 6回 9月 8日（木）9:00～10:30 

              講師①：OCVB 国内事業部 国内プロモーション課 

デジタルプロモーション マネージャー 坂本 麻美 

講師②：(株)リクルートライフスタイル沖縄 

地域活性支援グループ プロデューサー 井戸 優樹 

受講者数：14名  

テーマ：デジタルマーケティング・プロモーション実践①、② 

     第 7回 9月 15 日（木）9:00～10:30 

講師：(株)リクルート じゃらんリサーチセンター 

エグゼクティブプロデューサー 木島 達也 

受講者数：14名  

テーマ：観光 DX  
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     第 8回 9月 29 日（木）9:00～10:30 

         講師：沖縄大学 経法商学部 経法商学科 教授 豊川 明佳  

受講者数：15名  

テーマ：プレイス・ブランディング  

     第 9回 10月 14 日（金）13:00～14:30、14:40～16:00 

              登壇者①：東武トップツアーズ(株)  

代表取締役会長 執行役員 久保 成人 

         登壇者②: 沖縄ツーリスト(株) 代表取締役 会長 東 良和  

         登壇者③: OCVB 会長 下地 芳郎 

参加者数：10名  

形式：ハイブリッド（対面およびオンライン配信） 

内容：沖縄観光人材育成シンポジウム、受講生による成果発表 

 

１４．観光人材確保促進事業 

沖縄 21 世紀ビジョン基本計画の基本施策として掲げている世界水準の観光リゾート地形

成の実現に向けて、国内外の観光客が満足する質の高いサービスを提供できる観光人材の確

保を目的に、企業研修の自走化支援、オンラインセミナーの実施、インターンシップ生の受

入促進等を実施した。 

 

（１）企業研修自走化への支援 

ア．観光人材育成マッチングサイト「育人（はぐんちゅ）」の管理・運営 

企業研修の自走化を図ることを目的に平成 27 年度より運営する同サイトの管理・

運営・改修、県内の観光関連企業・団体向けの情報発信、マッチングサポート等を実

施した。また、機能強化及び利用率向上等のためリニューアルを行った。 

イ.「観光人材確保・定着支援イベント ～人材戦略×イノベーション～」の実施・ 

新聞掲載 

人材戦略に関する基調講演およびトークセッション、育人（はぐんちゅ）登録講師

陣による無料お試し研修を実施し、育人の周知及び利用促進を図った。 

 

日 時：令和 5年 2月 10日（金）13：30～16：00 

会 場：ノボテル沖縄那覇 2Fラーボ 

内 容：①基調講演 

     テーマ「独自性オンリーワン経営×マーケティング戦略」 

      登壇者：ホテルパームロイヤル NAHA 国際通り  

代表取締役 総支配人 高倉直久 

②トークセッション 

テーマ「人材戦略×イノベーション」 

登壇者：高倉直久、育人登録講師：秋元智道、白水淳  
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        ③「育人」講師によるお試し研修 

講師：小那覇りな・萩原知子・白水淳・秋元智道 

        ④雇用・人材確保育成に関する助成金等相談ブース設置 

沖縄助成金センター、（公財）沖縄県産業振興公社、（一社）沖縄県中小

企業診断士協会、（一財）沖縄 ITイノベーション戦略センター（ISCO）、

（一社）アジア交流促進協会、（一社）外国人招へい協会 

紙 面：琉球新報 10段モノクロ・WEB＆SNS 2月 28日(火)  

沖縄タイムス 10段モノクロ     2月 27日(月)  

 

（２）オンラインセミナーの実施 

コロナによる観光産業への影響の長期化とともに観光需要が回復するなかで、質の

高いサービスを提供できる人材の育成・確保を目的として、観光関連事業の社員等を

対象としたオンラインセミナーを実施した。スキル習得や課題解決を目的として質疑

応答を充実させて実施するものについては「ライブ」型セミナー、知識習得を目的と

するものについては「オンデマンド(録画)」型セミナーとして行った。 

 

ア. ライブ型セミナー（zoom形式 ※以下(ウ)のみ対面でも開催） 

（ア）「選ばれ続ける企業になる！～沖縄型のサスティナビリティとは～」 

    日時：8月3日（水）、8月25日（木）、9月14日（水）、11月10日（木）   

※各回10：00～12：00開催 

      講師：(株)ウェイアンドアイ 粟野 智子、馬橋 和弘 

      受講者数：15名 

（イ）「一から実践！デジタルマーケティングセミナー」 

    日時：10月5日（水）、10月12日（水）、10月26日（水）、11月9日（水）   

※各回10：00～12：00開催 

    講師：(株)キネッソジャパン 小林 圭介 

    受講者数：22名 

（ウ）「インバウンド市場動向セミナー 

～台湾、韓国、香港の旅行動向から考える新たな観光戦略～」 

    日時：令和5年1月31日（火）13：30～15：00 

    会場：ホテル コレクティブ 

講師：JNTO 海外プロモーション部 東アジアグループ  

マネージャー高橋 歩、マネージャー代理  松田 博和 

     受講者数：オンライン42名、対面41名 

 

イ．オンデマンド型セミナー（vimeo配信：6月22日～2月28日）  

（ア） 沖縄の歴史（全5本） 

講師：琉球歴史文化研究所クボウグランデ 賀数 仁然 
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      ＃１：歴史をザックリ俯瞰し、時代感覚をみにつけよう（閲覧数107） 

＃２：沖縄の信仰の世界を理解しよう（閲覧数77） 

＃３：人類共通の遺産を伝えよう（閲覧数66） 

＃４：琉球の形ができるようすを理解しよう（閲覧数65） 

＃５：現代にいたる琉球文化を理解しよう（閲覧数59）  

（イ） 沖縄の伝統工芸（全3本） 

講師：ゆいまーる沖縄(株) 鈴木 修司 

＃１：沖縄の伝統工芸品について知ろう！（閲覧数52） 

＃２：沖縄の「やちむん」と「シーサー」について（閲覧数48） 

＃３：沖縄の「琉球ガラス」について（閲覧数40） 

（ウ）沖縄の空手（全2本） 

     講師（＃１）：（一社）沖縄伝統空手道振興会・沖縄空手案内センター  

上原 邦男 

      講師（＃２）：沖縄空手案内センター ミゲール・ダルーズ 

＃１：オリンピックでさらに注目が集まる「空手」。 

沖縄空手の歴史や礼節などに関する知識を深めよう。（閲覧数56） 

＃２：空手はなぜ海外からも人気を集めるのか、県外・国外から見た 

沖縄空手の魅力を知ろう。（閲覧数45） 

（エ） 沖縄の料理・食文化（全2本） 

     講師：（一社）トータルウエルネスプロジェクトオキナワ 

 伊是名 カエ 

＃１：（1）なぜ沖縄の人は長寿だったのか 

（2）沖縄食材の特徴       （閲覧数79） 

＃２：（1）琉球料理とは 

（2）伝統的な沖縄の食文化    （閲覧数59） 

（オ）八重山地方の概況 

講師：琉球歴史研究家 内閣府地域活性化伝道師 上里 隆史（閲覧数9） 

（カ）宮古地方の概況 

講師：琉球歴史研究家 内閣府地域活性化伝道師 上里 隆史（閲覧数6） 

 

（キ）沖縄観光のあゆみ（全3本） 

講師：沖縄観光速報社 編集長 渡久地 明 

＃１：沖縄観光のはじまり（閲覧数49） 

＃２：復帰後の沖縄観光（閲覧数30） 

＃３：沖縄観光の可能性（閲覧数27） 

（ク）沖縄の自然の魅力 

講師：ホールアース自然学校沖縄校 がじゅまる自然学校 

代表 小林 政文（閲覧数10） 
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（ケ）琉球芸能の魅力 

講師：沖縄県立芸術大学 准教授 嘉数 道彦（閲覧数21） 

（コ）平和学習の今 

講師：琉球大学教育学部 准教授 

沖縄平和ネットワーク 事務局長 北上田 源（閲覧数18） 

（サ）沖縄観光とSDGs 

講師：（株）まるとまるっと 代表 新垣 忍（閲覧数61） 

（シ）外国人材の確保促進（全2本） 

講師：（一社）アジア交流促進協会 代表理事 梁 春香 

＃１：なぜ外国人材を確保するのか 

確保のルートは？（閲覧数12） 

＃２：外国人材確保事例紹介 

これで労働力不足解消につながる（閲覧数10） 

（ス）沖縄観光最前線 

講師①：OCVB 国内事業部 国内プロモーション課 阿嘉 陽平 

講師②：OCVB 企画・施設事業部 企画課 中山 睦美 

                ①沖縄県のスポーツツーリズムについて 

②沖縄県における観光危機管理の取り組み（閲覧数24） 

（セ）女性リーダーが輝く人材育成 

講師：(株)Finesse Hospitality Management代表取締役 山本 牧子 

（閲覧数27） 

 

（３）インターンシップ生等受入支援 

インターンシップを有効活用し、学生と企業とのミスマッチを防ぐとともに、県内

観光関連企業・団体によるインターンシップ生の受け入れを促進させ、就業意欲の向

上に繋げる取り組みを実施した。 

ア．『インターンシップ生受け入れガイドライン』の周知・活用促進 

観光産業のイメージ向上、学生の観光産業への就業意識向上を図るため、WEBサイ

トにて広報を行うほか OCVB 主催会議参加者や観光関連団体等へ配布し、周知活動を

行った。また事例集の追加等、内容を改定した。 

 

イ．効果的なインターンシップの実施・普及に向けた動画制作（約 23分）  

（ア）内容：①インターンシップ体験学生インタビュー 

②インターンシップ実施企業インタビュー 

③観光業界で活躍する先輩社員に聞いてみた！ 

出演：沖縄キリスト教学院大学 人文学部生 

琉球大学 国際地域創造学部生 

ヒルトン沖縄瀬底リゾート 副総支配人 人事業務担当 平良 麻衣 
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（株）南都 ガンガラーの谷 新木 裕子 

沖縄ツーリスト（株レンタカー部  照屋 貴尋 

(株) 国際旅行社 営業部 與那城 幸太 

 

ウ．「インターンシップ成果発表会」の実施 

日 時：令和 4年 11月 15日（火） 13：30～16：00 

会 場：沖縄コンベンションセンター 会議棟 A1 

形 式：ハイブリッド（対面およびオンライン配信） 

内 容：①『インターンシップ生受入ガイドライン』および学生向けインタ 

ーンシップ動画の周知 

②成果発表 

テーマ：「インターンシップで学んだこと」 

発表者：琉球大学生（受入企業：(株)ヤブサチ） 

               沖縄キリスト教学院大学生 

（受入企業：ホテル日航アリビラ） 

    

③名刺交換および座談会（学生・学校関係者・企業） 

          参加者数：【対面】学生 21名、学校関係者 23名  

【オンライン】企業 4名、学生 9名、学校関係者 3名 

 

エ．「インターンシップ個別相談会」の実施 

          日 時：令和 4年 12月 16日（金） 13：00～14：00 

形 式：オンライン 

相談者：PUMEHANA adventures 西表島 代表 梅沢 崇 

内 容：初めてのインターンシップ生受入にあたっての手続き及び注意点、 

受入計画内容案へのアドバイス 

同席アドバイザー：(株)ヤブサチ 代表取締役社長 大城 直樹 

  

（４）産学官連携人材育成確保会議の開催 

観光人材育成・確保の課題と最新状況の共有、課題に対して多角的な視野から課題

解決に向けた産・学・官それぞれの役割や連携方法等について話し合い、次年度以降

の事業展開内容に資するため実施した。 

日 時：令和 5年 2月 21日（火）13：30～15：00  

会 場：沖縄コンベンションセンター 会議棟 B6 

内 容：①人材確保・育成に関する現状及び課題について  

・各団体より現状及び課題の共有 

・実践している取り組み紹介 
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②今後の産学官連携方法について 

・連携方法の提案 

・今後、事業内で実践してほしい事項 

参加者：金城 孝  OCVB 国内事業部 部長 

與座 嘉博 (一社)日本旅行業協会 沖縄支部 支部長 

川端 昇  (一社)沖縄県ホテル協会 事務局長 

高江洲 誠 (一社)沖縄県バス協会 事務局長 

内田 晴長 (一社)美ら島観光施設協会 会長 

本村 真  国立大学法人琉球大学 教授 

上地 恵龍 沖縄キリスト教学院大学・短期大学 副学長 

仲宗根 真 学校法人 KBC学園グループ 地域創生室支援部 部長 

比嘉 明彦 専門学校日経ビジネス 就職支援部 課長 

我部 政朝 沖縄県立具志川商業高等学校 進路指導担当 

喜屋武 敦 沖縄県文化観光スポーツ部 観光振興課 観光資源班 

 班長 

渡真利直人 沖縄労働局 職業安定部 職業安定課 課長 

オブザーバー：宮国 英理子 (株)りゅうぎん総合研究所 取締役 

調査研究部長 

成井 悟 (一財)沖縄 ITイノベーション戦略センター  

産業 DXセクション マネージャー/シニア PM 

外間 正樹  (公財)沖縄県産業振興公社 経営支援部  

経営支援課 主査 

 

１５．おきなわ彩発見 NEXT 事業（令和４年度実施分） 

新型コロナウイルス感染症の拡大により落ち込んだ旅行需要の回復を図り、深刻な影響を

受けている県内観光関連事業者を支援する観光庁の「全国旅行支援」の取組として、沖縄県

を目的地とする旅行・宿泊サービス（沖縄県民の県内旅行を含む）に対する「旅行割引」に

加え、観光施設・観光体験、土産品店等にて利用できる「地域クーポン」を発行・付与する

ことにより、日本全国から旅行需要及び旅行消費を喚起する『おきなわ彩発見 NEXT』事業の

事務局業務の共同企業体に参画した。 

  

〇共同企業体における OCVB の役割は以下の二つとして取り組んだ。 

・国、県及び観光諸団体からの意見の集約、調整窓口としての業務  

・広報誘客業務（既存誘客事業に加重した周知業務） 

 

〇令和４年度 おきなわ彩発見 NEXT事業 

・期間：令和４年 10月 11日～令和 5年 3月 31 日 

（令和 5年 4月 1日以降も継続実施中） 
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１６. FIBA バスケットボールワールドカップ開催に向けた機運醸成 

令和 5 年 8 月に沖縄で開催される FIBA バスケットボールワールドカップ 2023（以下

FBWC2023）において、各地でプロモーションを展開し、大会認知度の向上に努めた。実施に

際しては、日頃より Bリーグや NBA等の観戦を行っている層から、バスケットボールへの興

味関心度が低い層と、幅広い層へ FBWC2023 を訴求するためプロモーション内容を戦略的に

構成し、効果的なプロモーションを実施することで機運醸成を図った。 

 

（１）イベント・試合会場でのプロモーション 

日頃よりバスケットボールの試合などを観戦するなど興味関心がある層に対し

FBWC2023 を訴求するため B リーグの公式戦やオールスターゲームなどの特別試合でプ

ロモーションを展開した。各会場では、FBWC2023 については一定の認知度があったもの

の、来場者の属性については、「地元チームの応援」が圧倒的に多かったため、Bリーグ

よりもハイレベルな展開が期待できるなど代表戦へも興味関心を抱かせる取り組みを

行った。 

一方で関心度が低い層については、ツーリズム EXPO ジャパン 2022 や日本観光ショ 

ーケースなどバスケットボールと親和性のない不特定多数の人々が集まる一般催事で

プロモーションを展開した。元々興味がない層への訴求のため FBWC2023 が 4 年に 1 度

の国際大会であることや NBAの名プレイヤーが参加する予定など、大会自体の価値を伝

え興味関心度の向上に繋げた。 

 

（２）メディア・SNS連携 

県外での広報展開のほか、開催地としての機運醸成を図るべく県内メディアと連携

しテレビ CMや特別番組の放映などを行い県内外で FBWC2023の認知度向上につなげた。

また、航空会社と連携し機内誌で広告を掲載したほか、乗客に対しステッカーを配布す

るなどプロモーションを幅広く展開した。その他本県のスポーツ環境の魅力や優位性

の発信を行っている【スポーツアイランド沖縄】の WEBサイトや SNSでも FBWC2023の

情報を定期的に発信したほか、観光情報サイト【おきなわ物語】とも連携し試合観戦促

進だけでなく、日本有数の観光地である沖縄県の魅力をあわせて紹介し、より来訪意欲

を高める横断的な広報展開を行った。 

 

（３）該当ビジョン・サイネージ活用 

旅行やビジネスなど様々な目的を持った不特定多数の人々が行き来する羽田空港の

サイネージを活用したプロモーションを展開した。放映する素材については、FBWC2023

日本組織委員会(以下 LOC)と連携し、バスケットボールへの興味関心度が低いライト層

にも興味関心を持たせる内容で展開した。さらには、旅行への関心度が高い層が集まる

空港のため、来夏の沖縄旅行×FBWC2023 を想起させるなど新規市場の掘り起こしに努

めた。 
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（４）プロモーションツール制作 

FBWC2023のプロモーションにて使用するパンフレットやバック等のほか、各種ノベル

ティを制作した。制作にあたっては、公式ロゴの使用承認など煩雑な権利関連の調整が

必要なため、FIBA本部と交渉可能な LOCと連携しバスケットボールへの興味関心度が低

い層にも利用しやすい日用品など工夫をこらしたノベルティを制作した。制作過程にお

いては企画から納品まで多くの時間を要したが、今回制作した普段使いが可能なタオル

やトートバックを提供した来場者からは好評の声が多く、実際その場で使用する方も見

受けられたため、「広告」として一定の効果があったと考える。 

 

１７．東京事務所運営事業 

令和 4 年度においては「沖縄県復帰 50 周年」という大きなトピックがあり、マスメディ

ア等を通して「沖縄」についての露出が例年以上に多かったことから、コロナ禍にも関わら

ず出足より沖縄観光にとって大きな追い風となった。特にＮＨＫの朝の連続テレビドラマ小

説「ちむどんどん」の効果は大きく、当事務所への問い合わせのみならずイベント時におい

ての問い合わせも多かった。「おきなわ物語」や OCVB 本社が運営する SNSアカウントとも連

携し、弊所の SNSアカウントでも同番組のテーマ、内容に関連した情報発信に努めた。 

※具体的な活動内容は下記の通り 

 

（１）第１四半期（4月-6 月） 

首都圏において、感染状況は依然高止まり感があったが、GWを前に沖縄をテーマにし

た催事が久方ぶりに再開される動きや、新規に企画される催事が相次ぎ、東京事務所で

は、こうした催事主催者及び関係者との相談窓口となり誘客ツールの提供、貸出し、情

報提供また関係者間のマッチングを行うとともに催事を通して沖縄観光のプロモーシ

ョンを積極的に行った。事務所入口の特設コーナーにおいては 4、5 月に「ちむどんど

ん 沖縄と鶴見」、6 月に「沖縄本土復帰 50 周年と沖縄慰霊の日・平和学習」など時期

に応じたテーマやディスティネーションを紹介し来客者に好評を得た。 

 

（２）第 2 四半期（7月-9 月） 

新型コロナウイルス感染拡大に伴う各催事の規模の縮小などは継続されたものの、各

催事は概ね予定通り開催され、コロナ禍前まで毎年開催されてきた催事や、新規の催事

もあり、当事務所としては関係者と連携を図りながら「催事を沖縄観光の PR の場」と

して最大限に活用した。また、9 月中旬に行われた国内最大の旅行業界のイベントであ

る「ツーリズムエキスポジャパン 2022」においては、沖縄県、各観光協会、OCVB本社と

連携を図り、同エキスポの沖縄ブースの運営サポートを行い、「業界商談日」においては

首都圏での今後のセールス先として各企業とのより多くのネットワーク構築を目的に

積極的に各関係者と接点を設けた。 

 

 



６６ 

（３）第 3 四半期（10 月-12 月） 

全国では首都圏を皮切りに「全国旅行支援事業」が開催され、本県においても同事業

の沖縄版となる「おきなわ彩発見 NEXT」事業が開始され、沖縄方面への航空機の予約状

況は大幅に回復するなか、当事務所では継続して首都圏で行われる様々な沖縄関連の催

事を活用して「沖縄への旅行需要喚起」を図った。とりわけ「ちむどんどん」の舞台で

もあった神奈川県横浜市の鶴見区や近隣の川崎市でのイベントの実施についてはブー

スなどを設置し、同ドラマの波及効果を旅行需要に繋げるべく情報発信などを工夫した。 

またメディアとのコミュニケーションも強化し、冬季のプロ野球シーズンをはじめ各種

スポーツキャンプシーズンを前に「バスを活用して周遊する」という企画をしたメディ

アに対しての情報提供や関係者の紹介などを行いサポートした。 

 

（４）第 4 四半期（1月-3 月） 

第 4 四半期においては、「全国旅行支援」の追い風を受け、首都圏から沖縄方面への

送客状況は１月においても順調な滑り出しを見せる中、地域観光協会などが参画した東

京駅での 2週間近くに及ぶロングランイベントが開催され、当事務所では側面的協力を

行った。また、2 月１日には、銀座わしたショップ本店が当事務所の入居する「東京交

通会館」に移転したが、それを記念するキャンペーンイベントが行われ、沖縄県物産公

社と連携した PR を行った。同店舗の移転後、同店舗来店後に当事務所・案内所に立ち

寄るお客様が急増した。加えて 2月上旬には東京ビックサイトにて「沖縄県ホテル旅館

生活衛生同業組合青年部」に協力し初の開催となった「宿フェス」において沖縄観光の

PR活動を行った。更には新たな試みとして、当該事務所のパブリックスペースを活用し

て「テーマ型セミナー」を開始し、第一弾として 1月の「石垣島・八重山セミナー」を

皮切りに 3月には「宮古島セミナー」を開催し、きめ細かな情報提供を行った。この他、

SNS 等を通して首都圏の沖縄観光、物産関連の催事や、キャンプ情報等、季節イベント

を中心に発信を行いタイムリーな情報発信を行った。加えて来所者へのアンケートも行

い多様化する観光のニーズの実態把握にも努めた。 

 

１８．観光情報センター事業 

沖縄観光情報 WEBサイトとして国内向けの「おきなわ物語」サイトを中心としたコンテン

ツの充実化を図り、誘客促進、周遊促進、観光消費額増、観光課題解決に資するための観光

情報を発信した。 

沖縄観光に関する基本情報、イベント情報、旬の観光情報、観光課題の解決に向けた情報

発信など、県公式観光情報サイトとして観光コンテンツの充実化を図ったことにより、年間

を通じた定量成果として、1,144 万 PV（前年比 52％増）、約 471 万 UU（前年比 55％増）の

獲得に繋げることができた。 

新型コロナウイルス対策サイトでは、安全、安心な観光地としてのブランド資産の蓄積に

貢献することを目的に、リアルタイムの県内感染者数や各市町村が発表している旅行者向け

情報、県内施設等の取り組みコラム、旅行者からのよくある質問など、防疫型観光、旅のエ

チケットに関する意識向上に向けた情報発信を行った。 
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マーケティング機能の強化に向けた取り組みとして、デジタルマーケティングツールや昨

年度構築した自サイトの現状分析レポートのダッシュボードを活用しながら、サイトの運用

改善に向けたモニタリングを行い、オウンドメディア強化に向けて、観光ニュース、ローカ

ルニュースなどのマーケットニーズ、SEO対策の強化コンテンツを作成し発信した。 

SNS の運用では、Instagram（＋13,607）、Twitter（＋1,587）、Facebook（＋56）となり、

全アカウントでフォロワー数が増加した。 

特に、Instagram については、若年者層をターゲットにした発信戦略のもと、投稿内容、

投稿方法、投稿タイミング、ハッシュタグや位置情報などの活用などの見直しを行なった事

により、他アカウントと比較して、保存数の増加や大幅なフォロワー数の増加に繋がった。 

その他にも、沖縄をテーマにした NHK連続テレビ小説「ちむどんどん」の放送に合わせて

誘客、認知度向上に繋げるための特設ページを立ち上げ、沖縄の食や文化などを切り口とし

た情報発信を行った。その一環で実施したクックパッド社と連携しレシピコンテストでは、

本特集で制作した沖縄料理レシピページへのアクセスが 12.9万 PVとなり、他社を巻き込ん

だ情報露出量の最大化に繋げる事ができた。 

コロナ禍のニーズ、課題解決に向けた情報発信として、「レンタカー不足」問題が顕著と

なったことによる沖縄への旅行機会の損失を回避するため、「レンタカーなしでも楽しめる

旅行プラン」や「代替交通手段」の紹介、国内 OTAと連携した宿泊プラン造成を行い、レン

タカー不足の周知拡大、レンタカー不足課題解消に向けたコンテンツを作成し発信した。本

事業を通じて造成された OTA 経由のレンタカーなしの宿泊プランの総流通額は、2 億 4300

万円余り（計 1,185プラン）となった。 

おきなわ物語の中でもアクセスの高い、県内イベント情報の収集作業にあたって、これま

で人力でイベント情報を収集していたが、AI 自動化に移行したことにより、情報量が約 9

倍、PV数は約 5倍、作業に係る時間は約 1/16に削減され、業務効率化と生産性向上を図り

ながら、PV数の増に繋げることが出来た。 

 

１９．観光振興事業（日本観光振興協会出捐金） 

広域観光を促進するために日本観光振興協会との共同事業及び観光理念の啓発普及等広

報宣伝を実施した。沖縄支部事業としては主に下記 2 事業を展開した。 

 

（１）ブロック別広域観光振興事業 

ア．令和 4年度広域連携観光協会等会議 

各地域の観光協会及び関連団体と全県的な防疫型観光推進体制の構築、地域観光団

体の運営体制の強化を図るべく、定期的に情報交換を実施し連携強化に努め、本県に

おける観光・コンベンションの振興を推進することを目的とし、全体協議会、地区協

議会（6地区）を開催した。 

また、各地域の観光協会間で共同利用できるコミュニケーションツール「Microsoft  

Teams」を活用したプラットフォームの構築を行った。 

・沖縄県観光協会等全体会議：全 2 回 
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・地区協議会（本島北部、中部、南部、八重山、宮古、久米島） 

 

イ．令和 4年度ミス沖縄及びミス沖縄 OGによる地域観光キャンペーンレディ等の PR

スキル向上事業 

OCVBに所属する沖縄観光親善大使ミス沖縄は、県内外、海外で本県の PR業務を担

っており、接遇マナー、歴史、文化、県内観光地視察等、年間を通じて研修を行い、

情報収集やスキル向上を図っている。 

研修等で培ったスキルを地域へ還元するため、県内各市町村に所属する地域観光

キャンペーンレディ等を対象に研修を実施した。本研修を通じて地域間の交流促進を

図ると同時に、各地域観光キャンペーンレディ等の PR スキル向上と各地域がもつ魅

力の再発見やその魅力の発信方法、それぞれの活動における目標を見出していく機会

を創出することで、沖縄観光全体のプロモーション強化を図った。 

・第 1回地域ミス・キャンペーンレディ等スキルアップ研修（全 3日間） 

  内容：沖縄の伝統芸能、マナー研修、沖縄観光講話、地域活動紹介、世界自然遺産 

でのネイチャーガイドツアー参加 

・第 2回地域ミス・キャンペーンレディ等スキルアップ研修（オンライン） 

  内容：メディアプロモーション 

 

（２）地域と連携して実施する観光振興事業 

沖縄観光親善大使ミス沖縄の 3 名より情報発信している YouTube 動画「おきなわ観

光 TV」や Instagram では、県内各地域の魅力や最新情報を日々配信・掲載している。

当該 SNS ツールを活用し県内各地域の魅力発信を強化することで、本県への観光客誘

致に繋げることを目的に、ミス沖縄による SNS 等を通じた地域の魅力発信事業を実施

した。 

・配信期間：令和 4 年 4月 1日（金）～令和 5年 3月 31日（金） 

・取材先：沖縄本島、八重山、宮古、久米島、伊平屋島 

・配信ツール：YouTube（25回）、Facebook（55回）、Instagram（138 回） 

           ※（）内は投稿回数 

 

２０．令和 3年度 新たな沖縄観光サービス創出支援事業（事業繰越） 

コロナウイルス感染症の感染拡大防止との両立を図りつつ、沖縄の自然・歴史・文化等を

活かし、観光客の消費単価や滞在日数の向上に資する観光サービスの開発等を支援した。令

和 3年度内にモニターツアーを実施することができなかった 6企画（1企画は辞退）につい

て、令和 4年度上期に繰り越してモニターツアーを実施した。 

 OCVB は共同企業体としてモニターツアーの開発や集客に係る支援、自走化支援や事業成

果の共有などの後方支援を行った（以下詳細）。 
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（１）観光サービスの開発等を行う事業者への開発支援 

   モニターツアー開発に関するアドバイスを行った。 

（２）モニターツアー集客支援（効率的・効果的な情報発信） 

   OCVBオウンドメディアにてモニターツアー集客支援を行った。 

（３）自走化支援（サービス安定供給・ビジネスマッチング） 

   モニターツアー後の振り返り会などで自走化に向けた情報提供やビジネスマッチ

ング等を行った。 

（４）事業成果の共有 

   事業報告会の参加や OCVB組織内連携により事業成果の共有を行った。 

 

２１．令和 4年度 新たな沖縄観光サービス創出支援事業 

コロナウイルス感染症の感染拡大防止との両立を図りつつ、沖縄の自然・歴史・文化等を

活かし、観光客の消費単価や滞在日数の向上に資する観光サービスの開発等を支援した。ま

た、本事業で磨き上げた高付加価値観光サービスの自走化支援により、沖縄の観光産業の収

益力向上を図ることを目的に、質の高い観光地の形成を目指すものとした。 

前年度において実施した沖縄旅行社の興味の深化と新規市場の開拓に加え、新たな観光サ

ービスとしてワーケーションや人・自然をコンテンツとした魅力的で高い付加価値 を持つ

観光サービスの開発を支援した。20 企画の応募があり 7 企画を選定、10 月から 2 月にかけ

てモニターツアーを実施、2 月下旬に事業報告会及び事業者座談会を実施した。 

 OCVB は共同企業体としてモニターツアーの開発や集客に係る支援、自走化支援や事業成

果の共有などの後方支援を行った。 

 

２２．沖縄観光親善大使事業 

令和 4 年度は本土復帰 50 周年の節目の年であること、更にはコロナ禍からの回復による

観光需要の高まりもあったことから、派遣数も徐々に戻り、県内外の観光、物産関連催事の

他、スポーツ合宿・空港歓迎式等への派遣対応を行った。 

 

第 40 代沖縄観光親善大使ミス沖縄 

・任期期間：令和 4年 4月 1日（金）～令和 5年 3月 31日（金） 

・派遣件数・日数：167 件・318日（3名合計） 

・研修回数：35回 

 令和 5年度は、観光情報発信の手法等について再考する時期にきたと考え、事業を

一度休止する。 

 

２３．観光行催事業（沖縄観光新春のつどい）  

令和 4 年度は来場者の受け入れ制限を大幅に緩和し、3 年ぶりにオンライン配信無しの、

リアル会場のみでの開催が実現し。 
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沖縄県立芸術大学 OB会の演者による幕開けをはじめ、2023年の沖縄観光トピック(動画)

の上映、3 年ぶりとなる乾杯の音頭、第 40 代沖縄観光親善大使ミス沖縄の活動紹介などを

行った。関係団体、OCVB評議員及び理事・監事、国・県関係者、歴代会長、各地域観光協会、

各産業団体が集まり、観光の復興に向けての団結を示した。 

・日時：令和 5年 1月 4日(水) 

・会場：パシフィックホテル沖縄 

・参加者数：400人 

 

２４．沖縄県観光協会等協議会運営事業 

各地域の観光協会及び関連団体と全県的な防疫型観光推進体制の構築、地域観光団体の運

営体制の強化を図るべく、定期的に情報交換を実施し連携強化に努め、本県における観光・

コンベンションの振興を推進することを目的とし、全体協議会、地区協議会（6地区）を開

催した。複数地区における共通課題として、①人材確保、②行政との連携、③地域間連携、

④二次交通に関する課題が挙げられた。どの課題についても中・長期的に情報収集、共有し

ながら解決に向けて取り組んでいくこととする。 

また、OCVBが利用しているコミュニケーションツール「Microsoft Teams」の機能を一部

拡張し、各地域の観光協会間で共同利用できるプラットフォームを設け、情報共有やコミュ

ニケーションの活性化を図った。 

 

２５．SDGsの普及啓発事業 

沖縄観光におけるSDGsの取組の推進および普及・啓発を図るため、OCVBが発行するOCVB 

Newsにて、OCVB各部署におけるSDGsに関する取組や県内観光関連事業者の取組を取りまとめ、

情報発信を行った。情報発信を強化すべく、ＷＥＢサイトを構築した。その他に、県内観光

関連事業者が提供するSDGs、サステナブルに関連する商品の調査を行い、情報の集約に努め

た。 

【実績】 

・OCVB Newsにおける SDGsの取り組み内容の掲載 

（ア）OCVB News令和 4年 7～9月号への記事掲載 

    記事作成部署：総務・経理課、ブセナ海中公園事業所 

（イ）OCVB News令和 4年 10～12月号への記事掲載 

    記事作成部署：国内プロモーション課、受入推進課 

（ウ）OCVB News令和 5年 2月号への記事掲載 

    記事作成部署：MICE推進課、海外プロモーション課、企画課、旧海軍司令部壕 

・SDGsＷＥＢサイトの制作 

https://sdgs.ocvb.or.jp/ 
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・SDGs旅行商品調査 

（ア）株式会社シーサー 4商品 

（イ）特定非営利活動法人久米島ホタルの会 4商品 

（ウ）ホテル日航アリビラ 1商品 

（エ）ハレクラニ沖縄 4商品 

（オ）ロワジールホテル那覇 1商品 

（カ）マリン観光開発 2商品 

（キ）一般社団法人中城村観光協会 4商品 

（ク）株式会社前田産業 無（社内取組主体） 

（ケ）株式会社御菓子御殿 2商品 

（コ）株式会社南都 1商品 

（サ）ホテルロイヤルオリオン 無（改修工事に伴う休館のため） 

（シ）一般財団法人沖縄美ら島財団 3商品 

 

２６．沖縄リゾートワーケーション推進事業 

本県経済・産業・地域の成長発展や振興を図るため、多様な関係者が産業分野の垣根を超

え、互いに連携・協働し、沖縄での新たな滞在スタイルの提案から多様な産業・地域への波

及へと繋がる取組みを推進することを目的とし、沖縄リゾートワーケーション推進協議会の

運営を行った。OCVBをはじめ観光関連業界及び「産・学・官・金」が連携を図り、県内にお

ける「ワーケーション」に関する意見を集約すべく部会の開催、情報を発信するためツーリ

ズムEXPOジャパンおよびリゾテックなどへの出展、WEBサイトを活用した県内ワーケーショ

ン施設の紹介などを行った。 

 

【実績】 

・総会、部会、幹事会の開催 

（ア）令和 4年 8月 3日「沖縄ﾘｿﾞｰﾄﾜｰｹｰｼｮﾝ推進協議会」第 1回総会開催。 

今年度の協議会予算およびスケジュールの確認および今後の協議会活動につ

いて会員への情報共有および意見集約を行った。 

（イ）令和 4年 10月 5日「沖縄ﾘｿﾞｰﾄﾜｰｹｰｼｮﾝ推進協議会」第 1回部会開催。 

産業振興部会の開催、地域・受入および観光・誘客による合同部会を開催した。

前年度幹事会および総会にて寄せられた課題に対する調査結果の共有および

それらに対する意見集約を行った。 

（ウ）令和 5年 2月 15日、22日「沖縄ﾘｿﾞｰﾄﾜｰｹｰｼｮﾝ推進協議会」第 2 回部会開催 

産業振興部会の開催（15日）、地域・受入および観光・誘客による合同部会

（22日）を開催した。第 1回目の部会における課題の調査結果共有および次年  

  度の事業計画に関する意見集約を行った。 
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（エ）令和 5年 3月 6日「沖縄ﾘｿﾞｰﾄﾜｰｹｰｼｮﾝ推進協議会」幹事会の開催  

 今年度の事業報告および次年度の事業計画、予算に関する報告と承認。 

 

・イベント等への出展 

（ア）令和 4年 9月 22日～25日ツーリズム EXPOジャパン 2022 

（イ）令和 4年 11月 17日～18日リゾテック EXPO2022inOkinawa 

（ウ）令和 5年 1月 25日～26日沖縄観光感謝の集い 

 

・WEBサイトコンテンツの制作 

（ア）ワーケーション施設ガイド制作 

ワーケーション施設紹介コンテンツ制作 

 

２７．ブセナ海中公園事業所運営事業 

ブセナ岬地区における海中公園内の海中展望塔及びグラスボート（2隻）の管理運営を行

った。 

令和４年度は、前年度に引き続きコロナの影響による観光客の減少、軽石の漂流によるグ

ラスボートの欠航などのマイナス要因があったものの、対前年比 250％の増収となった。団

体客の需要が少しずつ回復しつつあるものの、完全な回復までは時間を要することが想定さ

れることから、個人客の獲得を強化するため、外部連携やネットを活用した情報発信などを

強化した。具体的には、①株式会社ポケモンが実施する「そらとぶピカチュウプロジェクト」

に参画しグラスボートにポケモンの全面ラッピング装飾の継続、②名護市や名護市観光協会

が実施する７５１５（ナゴイコ）キャンペーン、なごむん商品券、ふるさと納税制度などの

活用の継続、③沖縄県が実施する全国旅行支援策「おきなわ彩発見 NEXT」への加盟登録、④

ブセナ海中公園の公式 FBとブログによる定期的な情報発信などを行った。 

また、OCVBの SDGs活動の一環として、令和３年度よりサンゴ植付を実施しており、令和

４年度からはアラムコ・アジア・ジャパン株式会社による沖縄県サンゴ礁保全推進協議会か

らの助成支援を受けており、今年度は合計 108本のサンゴ苗の植付を行った。 

他にもザ・テラスホテルズや地域住民と連携したタマン稚魚の放流や、名護市内小学校向

けの環境学習を目的とした施設利用など、引き継ぎ SDGsを意識した活動に力を入れた。 

運営面では、美ら島観光施設協会と連動した感染症感染拡大予防ガイドラインに基づき、

引き続きコロナ感染症対策を行った。加えて、現金に触れる機会を極力減らすため、自動券

売機を最大限に活用する運営を心掛けた。 

収入については、コロナと軽石の影響があったものの需要の回復などにより、海中展望塔、

グラスボートの売上が大きく増加し、支出については、人件費、広報宣伝費などを削減した

ことにより、前年度と比較して増収増益となった。 

【入場者数人 187,765（令和 3年度 73,595人）】 

【事業収入 183,151千円（令和 3年度 73,059千円）】 
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２８．２９．旧海軍司令部壕事業所運営事業／海軍壕公園（指定管理） 

「旧海軍司令部壕」は、悲惨な戦争を二度と繰り返さないことを目的に恒久平和を祈念

する戦跡地として当財団の前身、特殊法人沖縄観光開発事業団により再開発・整備され、

昭和 45年（1970年）に開業し、現在に至る。 

旧日本海軍司令部基地を当時のままに保存し、併せて県民が建立した海軍戦没者慰霊之

塔及び戦争資料館・ビジターセンターを併設する県内唯一の戦跡公園となっており開業 53

年を迎える中、これまで延 1,300万人余の方々に平和のメッセージを伝えてきた。 

一方で、終戦から 78年が経過し、近年は戦争体験者の高齢化や戦争の風化等により慰霊

参拝客が減少する中、長引くコロナ感染症の影響により戦跡施設を取り巻く環境は変化し

つつある。 

このような中、教育旅行についてはオンライン講話や平和ガイド、誘致案内資料の発信

など継続的な取り組みが奏功し、前年を上回る 322校/25,456人が来館し売り上げに大き

く貢献することが出来た。 

また、市民ボランティアによる「地下未公開壕遺骨・遺留品発掘調査」を行い、発掘さ

れた遺留品特別展の開催や顧客満足度向上を図る目的に展示資料の更新やモールス信号の

音源再生など体験型プログラムを導入したことでマスコミに数多く取り上げられ、新たな

需要の促進が図られた。 

その他、旅行情報誌やレンタカー車内ガイドブック等への記事広告や県内ホテル・観光

案内所等へのパンフレット設置など営業活動を展開するとともに海軍壕売店のオリジナル

商品を数多く開発し個人消費単価を押し上げた。 

沖縄県から指定管理者として受託管理している県営都市公園「海軍壕公園」は、豊見城

市から那覇市にまたがる丘陵地に位置し、敷地面積は 6.7㌶（約 2万坪）。都心部から最も

近い近隣公園として、市民の憩いの場、更には県内小中学校の遠足・校外学習の場所とし

て広く活用されている。指定管理者として安全・安心・快適な公園を第一に、緑豊かな環

境美化に努め、旧海軍司令部壕との一元管理を活かし、相乗効果による利用促進に努め

た。 

【地下壕入場者数：87,647 人 対前年度比：52,032 人増（246.1％）】 

 （令和 3年度：35,615人） 

【事業収入：54,384,989円 対前年度比：29,079,994円増（214.9％）】 

 （令和 3年度：25,304,995 円） 
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３０．ちゅらチャリ運営事業 

平成 30 年より観光客の利便性の向上、地域への周遊促進による地域活性、市街地での交

通渋滞緩和に資する二次交通の取り組みとして、沖縄本島内で当事業を実施してきた。 

 これまでの 5年間で沖縄本島北・中・南部および那覇市内を中心に 26の拠点設置を行い、

観光客に利用を促してきた。 

一方、当財団の経営においては収益事業の減益に対処すべく業務の選択と集中を図る必要

があり、今般、サイクルツーリズムの促進についての当財団の役割は一定程度図れてきたと

判断、当事業からの撤退を決定した。 

なお当事業の継承については、事業開始時から協業している株式会社ドコモバイクシェア

社への継承を図ることとした。 

当財団としては、今後も二次交通課題への対処及び SDGｓの観点から移動手段及びアク

ティビティとしてのサイクルツーリズムや地域の周遊促進について広く情報発信の役割を

担っていく。 


